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WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター）は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）とイノベーションの実現に向けたグローバルな研究拠点です。UHC、医療経済、高齢
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要約 
 

WHO健康開発総合研究センター（WHO神戸センター）は、神戸グループ1からの支援と

WHO理事会の承認を受けて1995年に設立されました。WHO神戸センターの「2018年～

2026年研究計画」は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）の推進を加速させるこ

とを目的とした、高齢化と災害・健康危機管理（Health EDRM）を見据えた保健医療制度

の研究を掲げています。 

 

WHO健康開発総合研究センター諮問委員会（ACWKC）は、WHO事務局長（DG）の任命を

受けたWHOの6地域、日本政府、地域および神戸グループの各代表で構成されています。

2023年11月15～16日に開催された第27回会合では、WHO神戸センターの戦略的優先課題に

関してWHO事務局長とWHO神戸センター所長に提言を提出しました。会合では、WHO神

戸センターの2022～23年における研究・地域連携活動や、2022年諮問委員会の提言への対

応状況が議論されました。議長のビロージ・タンチャロエンサティエン委員が委員会の結論

と提言を発表しました。 

 

賛辞 

財政・人材に限りがあるなか、WHO 神戸センターは、社会・知的資本、専門的知見を活用

するとともに、兵庫県や関西地域、国内、さらには世界を代表する研究者たちとの協働によ

り、研究協力活動において大きな成果を挙げました。 

 

主な成果には、ポリシーブリーフ、WHO の各種ガイドライン、「災害・健康危機管理の研究

手法に関する WHO ガイダンス」の出版や、世界の UHC モニタリングに関する意見提供、

影響力の高い学術誌への寄稿、認知症対策をはじめとする地域政策との連携などがありま

す。また、医療の未充足ニーズへの対応においても、WHO 神戸センターは、一歩先を行く

革新的な取り組みを行っています。 

 

WHO 健康開発総合研究センター諮問委員会は、WHO 神戸センターが達成した成果を称え

るとともに、2022 年諮問委員会の提言への徹底した議論と実施に謝意を示しました。 
  

 
1 兵庫県、神戸市、株式会社神戸製鋼所、神戸商工会議所 
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提言  
 
1. 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックを経験したことで、WHO神戸センターの 3 つ

の研究テーマの全てにおいて教訓が得られた。具体的な研究内容においては、以下のようなものがあ
る。 
a) 全人口におけるすべての死因による超過死亡率をはじめ、特定の層における新型コロナウイルス感

染症の影響（高齢者、障がい者、末期腎不全患者、若年のメンタルヘルス不調者、COVID-19
による孤児の数など）の検討。 

b) 特定の層によるサービスの利用や、必要不可欠なサービスの維持に向けた各医療機関の事業継
続計画に関する調査。 

2. 政府間交渉機関（INB）が策定したWHO パンデミック協定の交渉プロセスに関する条項 2が 2024
年世界保健総会（WHA）で最終承認されることを受け、カリキュラム開発が必要な国からの要請に
応じて派遣される、世界の公衆衛生上の緊急事態に対応する人材の育成（WHO パンデミック協定
交渉文書案第 7 条第 3 項を参照）を含め、災害・健康危機管理に関する取り組みへの関わりと貢
献度を高める。 

3. 今後設立が検討されている UHC センターとの関連において、WHO神戸センターと設立予定の UHC
センターとの間で活動内容に関する定期的な意見交換と計画調整を行うことで、UHC のエビデンス構
築におけるWHO神戸センターの役割（基準策定、政策研究）との重複を避けるとともに、相乗効
果を確保し、UHC センターの取り組みに貢献する。 

4. WHO神戸センターの優先研究課題に関連するテーマの決定、方針転換、プロジェクトの始動・終了
に際しては、地域パートナーと協働・連携しながら、各研究分野と WHO神戸センターの組織全体を
対象に、Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、Threat（脅威）の 4
つの要素から構成される SWOT分析を実施する。分析結果は、第 3期覚書完了に向けた共同事
業評価への意見提供に活用する。 

5.  医療・社会的ケアの未充足ニーズに関するコンソーシアム 3の活動や貢献に対して影響力を示し、国
内外の政策へ反映されるような政策志向の取り組みを推進する。また、全世界における急速な人口
高齢化に伴い、医療と社会的ケアの両面から未充足ニーズを把握することが今後重要となる。 

6. 国や地域の垣根を越えて、研究成果の効果的な発信や知識・経験の共有に努め、政策への反映を
推進する。  

 
2 2023 年政府間交渉機関会合で策定された WHO パンデミック協定交渉文書案（文書番号：

A/INB/7/3）：https://apps.who.int/gb/inb/pdf_files/inb7/A_INB7_3-en.pdf 
3 CARETRACK：高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズの追跡に関する研究・評価を推進するためのコンソ
ーシアム 

https://worldhealthorg-my.sharepoint.com/personal/imaia_who_int/Documents/27th_ACWKC_2023/MEETING_REPORT/JA_Translation/CARETRACK%EF%BC%9A%E9%AB%98%E9%BD%A2%E8%80%85%E3%81%AE%E5%8C%BB%E7%99%82%E3%83%BB%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E3%82%B1%E3%82%A2%E3%81%AE%E6%9C%AA%E5%85%85%E8%B6%B3%E3%83%8B%E3%83%BC%E3%82%BA%E3%81%AE%E8%BF%BD%E8%B7%A1%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E7%A0%94%E7%A9%B6%E3%83%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E3%82%92%E6%8E%A8%E9%80%B2%E3%81%99%E3%82%8B%E3%81%9F%E3%82%81%E3%81%AE%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%82%BD%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%82%A2%E3%83%A0
https://apps.who.int/gb/inb/pdf_files/inb7/A_INB7_3-en.pdf
http://www.caretrack.online/
http://www.caretrack.online/
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7. 世界各国における非感染性疾患（NCD）の蔓延に対応するため、慢性疾患に対する質の高いケア
の購入手段に関するプロジェクトで得られた成果を実装研究に活用し、医療機関側と患者側の両方
の視点から介入方法を模索する。  

8. グローバルサウスにおける保健医療制度との関わりを維持するため、グローバルノースの機関だけでなく、
グローバルサウスの機関との間でもさらなる知見の活用と連携の拡大を継続する。 

9. 第 3 期覚書の共同事業評価の付託条項において、意見聴取先として以下のステークホルダーを特定
する。 
a) 神戸グループ、厚生労働省、国際開発パートナーの政策立案者 
b) 一般市民、地域コミュニティ、若者 
c) マスメディア 
d) 関西・その他地域の学術団体・組織、研究パートナー 
e) WHO地域事務局、WHO本部 
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1. 開会 
 
2023 年 WHO 健康開発総合研究センター諮問委員会（ACWKC）会合の開催にあたり、WHO

健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）のサラ・ルイーズ・バーバー所長が開会

の挨拶を行いました。今回の会合では、メキシコ社会保険庁保健分野特別プロジェクト調整

部門長のフェリペ・クルス・ベガ博士が WHO の任命を受け、新たに WHO 米州地域代表の

諮問委員となっています。神戸グループ代表の来賓である兵庫県の齋藤元彦知事からは、各

諮問委員に対する感謝と、WHO 神戸センターの活動から得られた知識が国内外の政策に役

立てられていることが述べられました。このほか、WHO の UHC・健康づくり担当のリー・

アイラン事務局長補（ADG）からもビデオメッセージが寄せられ、国・地域の関係機関によ

る支援と、諮問委員会の長年にわたる戦略的助言に対して謝意が示されました。 

 

WHO アフリカ地域代表のアイリーン・アジェポン委員と、WHO 西太平洋地域代表のスーン

マン・クウォン委員については、神戸で開催された今回の会合を欠席しており、謝罪とコメ

ントが送られました。また、WHO 東地中海地域代表のマゲッド・エルシェルビニ委員は、

オンラインの参加となりました。書記には WHO 欧州地域代表のクレメンス・マーティン・

オウアー委員が選出されました。 

 

議長である WHO 南東アジア地域代表のビロージ・タンチャロエンサティエン委員は、冒頭

の発言において、2023 年 9 月に開催された国連総会ハイレベル会合（UNGA HLM）におい

て、UHC4、結核 5、パンデミックへの予防・備え・対応 6の 3 分野に関する政治宣言が採択

されたことに言及しました。これらの政治宣言は相互に結びついており、WHO 神戸センタ

ーの 3 つの研究テーマである「災害・健康危機管理（Health EDRM）」、「ユニバーサル・ヘ

ルス・カバレッジ（UHC）のサービス提供と資金調達」、「ユニバーサル・ヘルス・カバレ

ッジ（UHC）の指標と測定」の世界各国における政策関連性を高めています。 

 

その後、以下の事項に関する議論が行われました。WHO 神戸センターでは、「誰一人取り

残さない」という UHC の原則に基づき、関西地域の知見も活かしながら、高齢者に焦点を

 
4 https://www.un.org/pga/73/wp-content/uploads/sites/53/2019/07/FINAL-draft-UHC-Political-
Declaration.pdf 
5 https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N23/306/91/PDF/N2330691.pdf?OpenElement 
6 file:///C:/Users/imaia/Downloads/A_RES_76_301-EN.pdf 

https://www.un.org/pga/73/wp-content/uploads/sites/53/2019/07/FINAL-draft-UHC-Political-Declaration.pdf
https://www.un.org/pga/73/wp-content/uploads/sites/53/2019/07/FINAL-draft-UHC-Political-Declaration.pdf
https://documents-dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N23/306/91/PDF/N2330691.pdf?OpenElement
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当てた研究に注力しています。医療・社会的ケアの未充足ニーズに関する WHO 神戸センタ

ーの取り組みにおいては、WHO が進めている保健医療関連の持続可能な開発目標（SDG）

の指標見直しの一環として、UHC モニタリングの追加指標に未充足ニーズを使用すること

の重要性と実行可能性を検討するよう WHO 事務局長に求めた世界保健総会の決議

（WHA76.47）の内容も考慮する必要があります。UHC に関する 2027 年の国連総会ハイレ

ベル会合は、医療・社会的ケアの未充足ニーズに対応するための政策立案や施策展開につい

て、WHO 神戸センターが科学的な見地から貢献できる機会であるといえます。 

 

「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」は、全世界における知見の活

用と能力開発を通して、地域レベルでは仙台防災枠組、世界レベルでは WHO 第 13 次総合

事業計画 (GPW13)の実現に直接貢献するものです。WHO 神戸センターは、WHO 加盟国に

よる本ガイダンスの実施を支援しました。 

 

このほか、WHO 神戸センターの研究活動では、高齢化社会における十分な保健医療財源の

確保という課題にも取り組んでいますが、その中で開発された PASH シミュレーター8は、

高齢化が保健医療制度の財政的持続可能性にもたらす変化を可視化できるなど、一歩先を行

く優れたツールとして、高齢化を見据えた財政運営における各国の政策決定に貢献していま

す。 
  

 
7 https://apps.who.int/gb/ebwha/pdf_files/WHA76/A76_R4-en.pdf 
8 https://eurohealthobservatory.who.int/themes/observatory-programmes/health-and-
economy/population-ageing-financial-sustainability-gap-for-health-systems-simulator 

https://apps.who.int/gb/ebwha/pdf_files/WHA76/A76_R4-en.pdf
https://eurohealthobservatory.who.int/themes/observatory-programmes/health-and-economy/population-ageing-financial-sustainability-gap-for-health-systems-simulator
https://eurohealthobservatory.who.int/themes/observatory-programmes/health-and-economy/population-ageing-financial-sustainability-gap-for-health-systems-simulator
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2. 戦略的成果と課題 
 

バーバー所長より、WHO神戸センターの3つの研究テーマと地域連携活動について、2023年

の主な成果が紹介されました。一つ目のテーマである高齢化社会におけるUHCのサービス

提供とイノベーションについては、2件の主要な研究アジェンダが完了しています。そのう

ち、5年間にわたって実施された神戸認知症研究（認知症の社会負担軽減に向けた神戸プロ

ジェクト）では、地方自治体向けに研究成果と提言が取りまとめられ、地元や国内外に広く

発信されました。なお、後継プロジェクトとして、神戸市と日本老年学的評価研究機構

（JAGES）の協力の下、神戸市における新型コロナウイルス感染症流行期の市民の行動変容

について研究を進めています。一方、5年間にわたり、8か国で実施された「急速な高齢化に

対する各国の保健制度の対応」に関する研究については、Health Research Policy and 

Systems誌にその成果が掲載されるとともに、世界・地域レベルでのWHOの関連ガイダン

スの作成に役立てられました。 

 

WHO欧州保健医療制度政策観測所とWHO西太平洋地域事務局 (WPRO) の協力の下、高齢化

社会が医療財源の確保や医療費の支出に与える影響を複数年にわたって調査した研究アジェ

ンダ「高齢化社会におけるUHC財政」では、WHO神戸センターから合計12本のポリシー・

ブリーフと西太平洋地域レベルでのレポート2件が出版されたほか、高齢化による保健医療

制度の財政的持続可能性ギャップ(PASH)シミュレーターの普及も継続的に進められていま

す。このほか、2件のWHOテクニカルプロダクトに関する作業が進行中です。経済協力開発

機構(OECD)とWHO本部保健制度ガバナンス・資金供給部門との連携活動を継続しながら、

8か国の事例研究を含む「慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスのための購入手段」

に関する一連の出版物を発表しました。また、継続的なケア（LTC）に関する書籍として、

WHO欧州地域事務局とWHO欧州保健医療制度政策観測所と共同で「ケア・ディビデンド: 

継続的なケア (LTC) に対する投資利益」の出版に取り組んでいます。 

 

二つ目の研究テーマである人口高齢化を踏まえたUHCの指標と測定では、高齢者の受診放

棄や未充足ニーズ、さらにはこれらを踏まえた医療における経済的保護に関する分析が行わ

れ、WHOと世界銀行が発行した「2023年UHCグローバル・モニタリング・レポート」にそ

の内容が掲載されました。また、地元向けのWKCフォーラムや国内外の学術会議において

も、関西地域の医療における高齢者の経済的保護に関する研究が紹介されました。さらに、

WHO神戸センターでは、未充足ニーズを含む高齢者のサービス・カバレッジの公平性を分
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析するプロジェクトにおいて、高齢者の医療・社会的ケアに対する未充足ニーズの測定とモ

ニタリングを促進するためのグローバル・コンソーシアムの設立を支援するなど、各地の

WHO地域事務局と協力しながら、それぞれの地域における未充足のケアニーズの現状・原

因や利用可能な情報源の更新と評価を進めています。 

 

三つ目の研究テーマである災害・健康危機管理（Health EDRM）については、「コロナ禍に

おける人材マネジメントに関するスコーピング・レビューと7つの事例研究」、「関西地域の

学生のメンタルヘルス改善に向けたヘルシーキャンパストライアルの評価」の2件の研究プ

ロジェクトが完了したほか、コロナ禍の健康危機対応に関するさらなる研究も進行中です。

主な研究成果には、災害・健康危機管理に関するWHOグローバル・リサーチ・ネットワー

クとWHOナレッジハブの拡充があります。また、「災害・健康危機管理の研究手法に関する

WHOガイダンス」に新型コロナ感染症に関する章が追加されたことを受け、改訂版を日本

語に翻訳したうえで、大学とWHO事務局が共同で大規模な普及活動を実施しました。 

 

WHOの出版物（書籍、報告書）14件、学術論文42件、ポリシーブリーフ12件、ワーキング

ペーパー、テクニカルレポート、会合報告書、さらにはWHOと世界銀行が発行した「保健

医療分野における経済的保護に関するグローバル・モニタリング・レポート」と「2023年

UHCグローバル・モニタリング・レポート」への寄稿を含め、2022～23年は、60件を超え

る文書と出版物が発表されました。現在は、継続的なケアに関する一連のテクニカルレポー

トの執筆に加え、学術論文10件の査読が進められています。 

 

地元貢献に関する計画では、関西地域の7つの研究機関との持続的な連携、活発な意見交

換、研究成果の発信を通して、これまでに得られた教訓の共有や協力の推進に引き続き取り

組みました。2022年と2023年には、WHO神戸センターが事務局として「WHO災害・健康

危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク代表者会議」を開催しました。また、

WHO神戸センターは、神戸グループの協力の下、参加者が150名を超える規模の8つのWKC

フォーラムを開催したほか、2022～23年にかけてウェブサイトに70件のニュース記事を掲

載するなど、研究内容に関する情報発信の強化にも取り組みました。さらに、地元の学校や

大学を中心に36回の講演、11の地域の技術委員会や会議への参加を通して、関西地域のコ

ミュニティにおける健康意識の向上と啓発にも貢献しています。ウェブサイトの特設ページ

には、新型コロナウイルス感染症に関する300件以上の翻訳出版物や市民向けの情報を掲載

しました。 
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2022年諮問委員会の提言を受け、WHO神戸センターは優先研究課題に関する協議を神戸グ

ループと開始しており、また、神戸グループ、厚生労働省、WHOによる3者会合も11月また

は12月に予定されています。主な検討事項には、「研究機関としてのWHO神戸センター固有

のニッチと使命」、「WHO第14次総合事業計画(GPW14)における優先事項とWHOの他部門に

よって網羅されていない課題」、「本部や地域事務局を含むWHO全体の雇用凍結に起因する

WHO神戸センターの人材不足に関する課題をコンサルタントの起用や学術機関との契約に

よって補充」、「関西地域と世界の優先課題の関係性」、「厚生労働省が東京において設置を進

めているUHCセンターの方向性」などがあります。WHO神戸センターは、研究機関の使命

として、グローバルアジェンダであるWHO第13次総合事業計画（GPW13-さらに30億の

人々の健康を改善することを目標とする ）と持続可能な開発目標（SDGs）の実現を支援す

るとともに、神戸グループとWHOの両者の期待に応えるため、地域社会と世界に関連のあ

る保健医療課題に取り組まなければなりません。WHO神戸センター固有のニッチである

「高齢化」、「UHC」、「災害・健康危機管理」は、地域社会と世界にとって重要な課題であ

り、今後もWHO神戸センターの研究ポートフォリオとして継続していく必要があります。 

 

続いて、日本政府代表の藤田一郎委員代理が議論を進行し、「高齢化」、「UHC」、「災害・健

康危機管理」が日本のみならず、他の国々にとっても重要な課題であることに言及しまし

た。WHO 神戸センターは、数多くの研究成果物を出版しているほか、地域の要望に応え

て、WKC サマースクールをはじめとする地域連携活動を展開しています。また、厚生労働

省は、東京に設置予定の UHC センターについて、タスクフォースを立ち上げたことにも触

れました。 

 

クレメンス・オウアー委員は、健康危機管理において解決すべき課題を明らかにするため、

WHO 神戸センターに対し、ドイツ・ベルリンの WHO ハブ（パンデミックに対応するため

の情報収集・解析拠点）に問い合わせることを提案するとともに、コロナ禍のロックダウン

の影響に関する研究に関心を示しました。これに対し、兵庫県の山下輝夫氏は、神戸市にお

ける新型コロナウイルス感染症流行期の市民の行動変容とその健康への影響、医療サービス

の利用状況を研究する新規プロジェクトが WHO 神戸センターとの協力で始動しているとコ

メントしました。研究結果は、今後数年以内に発表される予定です。 

 

タンチャロエンサティエン委員は、新型コロナウイルス感染症が脆弱人口に与える影響を調

査することを提案しました。日本の国民皆保険制度は、超過死亡・超過医療費の推計に役立

つものであり、日本老年学的評価研究機構のデータを含め、既存の情報システムにあるデー
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タを推計に利用できる可能性があると指摘しました。また、タンチャロエンサティエン委員

は、研究プロジェクトの始動・終了状況を把握するため、兵庫県と WHO 神戸センターにお

いて、組織内の Strength（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、Threat（脅

威）を評価する SWOT 分析を研究分野ごとに、またセンター全体として実施することも提

案しました。分析結果は、外部評価や共同優先課題の洗い出しにも役立ちます。既存の

WHO パンデミック協定交渉文書案には、36 の条項が定められていますが、その中には災

害・健康危機管理活動と共通する内容が見られると指摘し、さらに慢性疾患に対するケアの

購入手段に関する研究からは、学術論文を発表するよう強く勧めました。 

 
要点 
• WHO神戸センターの主な成果として、関西地域と世界各国の研究機関との連携、60 件以上の出

版物の発表、UHC や経済的保護に関するグローバル・モニタリング・レポートをはじめとするWHOの旗
艦出版物への寄稿などが挙げられる。 

• WHO神戸センターは、神戸と WHO の両者の期待に応えるため、WHO神戸センター固有のニッチで
ある「高齢化」、「UHC」、「災害・健康危機管理」を中心に、地域社会と世界にとって関連のある優先
研究課題を明らかにした。 

• 諮問委員会は、外部評価や共同優先研究課題の洗い出しに役立たてるため、組織内のStrength
（強み）、Weakness（弱み）、Opportunity（機会）、Threat（脅威）を評価するSWOT分析
を実施することを提案した。 
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3. 研究成果 
 

3.1 災害・健康危機管理（Health EDRM） 
 
WHO神戸センターの茅野龍馬医官より、災害・健康危機管理（Health EDRM）に関連する

優先研究課題とプロジェクトの進捗が紹介されました。 

 

優先研究課題のうち、研究手法の標準化について、WHO神戸センターは「災害・健康危機

管理の研究手法に関するWHOガイダンス」（2022年改訂）を世界に発信し、その普及と実践

を推進しました。2023年には、国内15の主要研究機関に所属する28名の専門家の協力の

下、本ガイダンスの日本語版が出版されています。WHO東地中海地域事務局およびWHO欧

州地域事務局においても、研究と政策に関するウェビナーが開催されました。「WHO災害・

健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク」には、現在50か国から250名以上

の専門家が参加しています。災害・健康危機管理に関するWHOナレッジハブでは、コクラ

ン、世界災害救急医学会などの団体と協力しながら、災害・健康危機管理の主要な研究課題

に関するガイダンスを提供しています。これらに加え、災害・健康危機管理に関する研究能

力を開発するための大学コンソーシアムの設立も計画されています。 

 

同じく優先研究課題の保健医療データの収集・管理、災害時における社会的弱者への対応で

は、データ収集ツールのさらなる標準化を図るため、2024～25年の研究プロジェクトに向

けた議論が進められています。 

 

優先研究課題の適応可能な保健・医療システムを介した被災者の保健ニーズへの総合的なア

プローチについては、2件のプロジェクトが完了しました。一つ目は「コロナ禍における各

国の人材対策に関するスコーピング・レビューと7つの事例研究」、二つ目は「コロナ禍に

おける大学生のうつ病予防を目的に実施されたデジタル認知行動療法の効果を調査するため

のヘルシーキャンパストライアルのデータの二次分析」です。このほか、「地域コミュニテ

ィの強靭性の向上に向けた戦略の体系的策定と評価」、「災害がメンタルヘルスに与える影響

の低減」の2件のプロジェクトが進行中です。 

 

2022年諮問委員会では、コロナ禍における公衆衛生上の緊急事態に研究対象を拡大するこ

とが提言されましたが、これに関連し、コロナ禍における医療制度対策と地域コミュニティ
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の強靭性に焦点を当てた3つのプロジェクトが実施されました。一方、保健医療人材開発に

関する実装研究を実施するという提言に対しては、コロナ禍における医療労働力管理の研究

が進められました。さらに、他の災害科学分野への情報発信範囲の拡大、将来の出版物にお

けるガイダンスの引用の増加といった提言への対応も実施しています。このほか、他の国や

地域との連携強化に関する提言への対応として、複数の合同ウェビナー・ワークショップが

実施・計画されています。 

  

発表に続いて、WHO 米州地域代表のクルス・ベガ委員が議論を進行し、幅広い課題を網羅

することの難しさや、社会的弱者（高齢者、障がい者など）を含む被災者の知識・経験を共

有することの重要性について確認しました。北米および中南米をはじめとする国々と防災・

減災・災害対策に関する知見を共有することの重要性を強調しました。また、「災害・健康

危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」を活用すれば、各国の成果を長期にわたっ

て比較することも可能であることを示唆しました。 

 

関西地域のコミュニティを代表して参加した坂下玲子委員は、「災害・健康危機管理の研究

手法に関する WHO ガイダンス」やナレッジハブは、特に社会的弱者について考える場合、

WHO 神戸センターの災害・健康危機管理に関する研究成果を発信するうえで非常に有用で

あるとコメントしました。 

 

オウアー委員は、ロックダウン、移動制限、学校閉鎖を含め、厳しい公衆衛生対策と厳しく

ない公衆衛生対策の影響を比較研究することを提案しました。これに対し、山下氏は、兵庫

県では学校閉鎖が子どもに与える影響の評価を実施しているとコメントしました。また、バ

ーバー所長は、新たに進められている「神戸研究」に、この提言を反映させることを提案し

ました。 

 

タンチャロエンサティエン委員は、WHO パンデミック協定において、加盟国に医療労働力

の研修施設を設置する条項が含まれていることに言及しました。WHO 神戸センターは、研

修カリキュラムの作成に貢献できる可能性があります。さらに、タンチャロエンサティエン

委員は、公衆衛生上の緊急事態が発生した時の手術患者の受け入れ能力の問題に関してさら

なる研究を進めることや、災害・健康危機管理の戦略的焦点に研究分野ごとの SWOT 分析

を含めることを提案しました。 
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WHO 東地中海地域代表のマゲッド・エルシェルビニ委員は、うつ病防止のためのスマート

フォンによる認知行動療法は、高く評価できるとして、WHO 神戸センターの同様の研究に

も利用できると述べました。中東地域においても、災害・危機がメンタルヘルスに与える影

響の低減に関する研究ができないかどうか、十分に検討する余地があります。 

 
要点 
• 災害・健康危機管理に関する既存の研究活動は、関西地域に多大な知見と利益をもたら

すなど、地域社会と世界の両方に貢献する重要な取り組みである。 

• WHO 神戸センターの組織全体に対する SWOT 分析の一環として、研究分野ごとの

SWOT 分析を実施すべきである。WHO 神戸センターは、リソースこそ限られているが、

世界と地域社会との連携を強化するとともに、WHO の各事務局と地域・国レベルで協

力すれば、その能力は無限に広がっていくだろう。 

• 2022～23 年の研究では、書籍 1 件、学術論文 23 件、複数のポリシーブリーフ、研究手

法の普及のための研修資料を含め、25 件の出版物が発表された。 
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3.2 UHC－サービス提供、持続可能な資金調達、イノベーション 
 

バーバー所長より、優先研究課題の進捗、完了したプロジェクト、進行中の研究内容が紹介

されました。一つ目の優先研究課題は、柔軟性に富み、高齢化社会に継続的かつ革新的な形

で適応し、多疾患にも対処しうるサービス提供モデルを評価すること、二つ目の優先研究課

題は、高齢化社会が財源確保や医療費の支出に与える影響を検討し、各国がどのように適応

し、政策調整を行ってきたかを把握することです。 

 

これらに関連し、2つのプロジェクトが完了しました。「認知症の社会負担軽減に向けた神

戸プロジェクト（2017～22年）」では、5件の学術論文が発表されたほか、日本の地方自治

体や日本、オーストリア、スイスの会合においてプロジェクトの概要が紹介されました。一

方、8か国で実施された「急速な高齢化に対する各国の医療システムの対応（2017～22

年）」については、Health Research Policy and Systems誌の特集号に研究成果が掲載され

ました。 

 

サービス提供に関して進行中の研究には、日本老年学的評価研究機構（JAGES）と神戸市と

の共同で実施する「新型コロナウイルス感染症流行期の行動変容の分析（2023～25年）」

があります。本研究は、調査を通じて特定された健康への影響に対処するとともに、将来的

なパンデミックに備えるための神戸市の政策立案に貢献することを目的としており、他の地

域にも有用な知見を提供する予定です。 

 

持続可能な保健医療財政の研究については、現在進行中の「人口高齢化が保健医療財政に及

ぼす影響に関する研究（2018～24年）」に関連し、WHO西太平洋地域に関する2件のレポー

トや学術論文を発表したほか、PASHシミュレーターの普及拡大に努め、WHO西太平洋地域

事務局をはじめとする他のWHO地域事務局からはワークショップ開催の要請を受けまし

た。 

 

さらに、2017年から始まったOECDとの連携活動の成果として、2023年にWHOの旗艦出版

物（フラッグシップ・プロダクト）「慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを強化す

るための購入手段」が出版され、それと関連して国別の事例研究8件、ポリシーブリーフ9

件、エビデンス・レビュー3件が発表されています。継続的なケアのための持続可能な資金

調達については、WHO保健制度ガバナンス・資金供給部門、WHO高齢化部門との別の共同

プロジェクトが進行しており、二つ目のWHOのフラッグシップ・プロダクト「継続的なケ
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ア (LTC) のための資金調達に関する低・中所得国向けの勧告」に関連する５つの研究成果

物、および書籍「継続的なケア制度への投資に関する検証」の出版が進められています。こ

のほか、各国の政策立案者に向けて研究成果を発信するため、さらに8つのポリシーブリー

フの作成が計画されています。 

 

2022年諮問委員会では、WHO神戸センターに対し、国内外の様々な場所において認知症の

発見・予防・管理を図る必要があるため、「神戸認知症研究」から得られた知見を広く発信

することが提言されました。これに関連し、認知症患者の管理に向けて保健医療制度に使用

できる可能性のあるツールの調査と、これらのツールの実証に向けた低・中所得国との研究

協力の可能性を検討するため、WHO内部およびいくつかの国や地域と議論が進められてい

ます。 

 

「神戸認知症研究」については、WHO 神戸センターの研究が関連条例の制定に役立てられ

たことが神戸市によって確認されました。この条例独自の内容として、65 歳以上の神戸市

民であれば、無料で認知機能検診が受けられるほか、認知症と診断された場合に認知症事故

救済制度を利用できるようになっています。これに対し、タンチャロエンサティエン委員

は、WHO 神戸センターがグローバルな公共財に貢献した事例の一つであるとコメントしま

した。  

 

続いて、WHO 西太平洋地域代表のスーンマン・クウォン委員が事前に提供したコメントを

もとに議論を進行しました。クウォン委員は、WHO 欧州保健医療制度政策観測所と緊密な

協力が行われていることに言及したうえで、アジア太平洋医療制度政策観測所、WHO 東地

中海地域事務局とも提携関係を構築することを提案しました。 

 

さらに、東京における UHC センターの設置計画についても、諮問委員会より意見が提供さ

れました。クウォン委員は、保健医療制度や高齢化をはじめとする WHO 神戸センター固有

のニッチの重要性を考慮し、東京に設置予定の UHC センターとの役割の重複は避けるべき

だと述べました。これに対し、山下氏は、役割の重複を避けるには、両センターの役割と責

務を明確にする必要があるが、両センターの資金調達とガバナンスについては、いくつか不

明点が残っていると答えました。神戸グループでは、WHO 神戸センターの能力を高く評価

するとともに、WHO 神戸センターへの支援を継続するため、今後 10 年間における政府か

らの資金援助に期待を寄せました。また、山下氏は、神戸グループから WHO 神戸センター

への約 30 年にわたる支援実績を認識し、UHC センターの設置をそのさらなる発展の機会と
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して活用するよう日本政府に求めました。藤田委員代理は、これらのコメントに感謝すると

ともに、WHO 神戸センターの研究成果を厚生労働省の中で共有し、さらなる議論を進める

ことに同意しました。一方、タンチャロエンサティエン委員は、UHC センターの設立は、

日本政府による UHC 推進へのコミットメントの一環であるとコメントしました。UHC に関

する効果的なエビデンスを構築するためにも、両センターの役割が重複しないように配慮し

ながら、シナジーを形成しなければならないと指摘しました。そこで、タンチャロエンサテ

ィエン委員は、WHO 神戸センターがエビデンスの構築に注力する一方で、UHC センターが

得られたエビデンスを活用し、低・中所得国における UHC の達成を支援することを提案し

ました。 

 

このほか、エルシェルビニ委員は、新たに開発された PASH シミュレーターは優れたツール

であり、分野横断型の研究の推進にも利用できる可能性があると述べました。 

 

要点 
• 本研究ポートフォリオには、2つのWHO旗艦出版物（フラッグシップ・プロダクト）が

含まれる。一つ目は2023年に出版された「慢性疾患に対する質の高い保健医療サービ

スを強化するための購入手段」、二つ目は来年以降に出版予定の「低・中所得国におけ

る継続的なケアのための資金調達に関する提言」である。 

• PASH シミュレーターは優れたツールであり、さらなる普及が期待される。 

• 本研究ポートフォリオに関連し、書籍・WHO報告書16件、学術論文16件、一連のポリ

シーブリーフを含め、30件以上の文書・出版物が作成された。継続的なケアについて

は、WHO背景報告書1件のほか、継続的なケアの資金調達に関する一連のポリシーブリ

ーフ（全8部）の第1部の作成が進められている。 

• 諮問委員会では、WHO 神戸センターと関西地域の研究者の間で明確なシナジーが形成

された結果、認知機能検診ツールの開発と「神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条

例」の施行に資する研究成果が得られたことが確認された。研究内容は、認知症の早期

発見・進行防止をはじめ、条例の施行に必要な事項を検討するために役立てられており、

WHO 神戸センターのグローバルな公共財の一つであるといえる。 
 
 

  



   
 

19 

3.3 UHC－指標と測定 
 

WHO 神戸センターのローゼンバーグ・恵美技官より、UHC－人口高齢化を踏まえた指標と

測定に関する進捗報告と研究計画案（2024～25 年）が紹介されました。 

 

2022～25 年における優先研究課題は、高齢者向けの保健サービス、経済的保護、ケアの質

と公平性の測定に関する現行の研究状況の分析と、人口高齢化の状況において各国が UHC

モニタリングを実施するための指標と評価ツールの開発支援です。 

 

これらに関連し、2023 年は 4 つのプロジェクトが完了しました。一つ目のプロジェクト

「関西地域のヘルスケアにおける高齢者の経済的保護：経済的保護政策・方針の効果的な実

施に対する障壁」では、高齢患者が身体的・精神的・社会的な面からさまざまな困難を抱え

ていること、縦割りのサービスと複雑な管理プロセスが主な障壁となっていることが示され

ました。二つ目のプロジェクト「関西地域に有意義な日本の高齢者にみる高額な医療支出が

もたらす経済的困窮および未充足のケアニーズに関する家計調査分析」では、65 歳以上の

高齢者がいる世帯の自己負担医療費の支出が大きいこと、また受診放棄に起因する未充足ニ

ーズが 65 歳以上の高齢者より若年者の方に顕著であることが示されました。三つ目のプロ

ジェクト「高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足のニーズを定量化するための多国間に

わたる横断研究および縦断研究」では、日常生活動作（ADL）に制限がある人の比率がノル

ウェー7.3%からルーマニア 36.1%まで範囲が広くなっており、必要な介助を受けられてい

ない高齢者が平均で 35%程度いることが示されました。四つ目のプロジェクト「高齢者の

医療・社会的ケアに関するアンメットニーズの評価方法を促進するためのグローバル・リサ

ーチコンソーシアム」については、2023 年 8 月に CARETRACK が正式に発足しました。こ

のコンソーシアムは、イギリスのロンドン大学衛生熱帯医学大学院が中心となって当面運営

される予定です。 

 

高齢化の医療・社会的ケアにおける未充足ニーズの測定については、テクニカルレポートの

作成が進行中です。WHO 神戸センターでは、SDG、UHC、健康な高齢化の 10 年（Decade 

of Healthy Ageing）のそれぞれの達成状況のモニタリングに貢献するため、CARETRACK

を活用しながら、WHO 本部ならびに WHO 地域事務局や各加盟国に対して研究支援とデー

タ提供を行う予定です。 
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医療の未充足ニーズを主要な研究テーマにするべきとの昨年の諮問委員会の提言を踏まえ、

2023～25 年はこのテーマに注力することとし、特に各 WHO 地域ごとの未充足ニーズの分

析を進めます。さらに、グローバル・リサーチコンソーシアムの設立に関する提言への対応

として、WHO 神戸センターは自らの強みを活かしながら、低・中所得国、アフリカ地域を

中心に、医療の未充足ニーズに関する研究アジェンダを推進しています。 

 

続いて、オウアー委員が議論を進行し、政府の財政・予算規律と未充足ニーズの間には相関

関係が見られるが、これは重要な検討事項であると述べました。例えば、EU には財政赤字

を GDP の 3%以内に抑えるという規律があり、コロナ禍において一時撤廃されたものの、

いずれ再導入された時に何らかの影響を与えると予想されています。 

 

エルシェルビニ委員は、グローバル・コンソーシアムと革新的なツール（継続的なケアの人

材の需要予測ツールなど）を組み合わせた新たな研究を提案しました。2022～23 年の成果

に留まることなく、新たに始動した CARETRACK に継続的に関与し、その機能を活用する

ための計画が必要です。また、エルシェルビニ委員はコンソーシアムの運営上の持続可能性

にも言及し、資金調達だけでなく、中東の湾岸協力理事会（GCC）加盟国からのデータ収集

も視野に入れて、カタール財団などの大規模な財団と提携することを推奨しました。 

 

これに対し、ローゼンバーグ技官は、WHO 神戸センターがコンソーシアムの設立資金を提

供しているほか、イギリスの助成事業にも応募済みであると答えました。また、2024 年世

界保健革新サミットでのシンポジウム開催に向けて、カタール財団との調整作業もすでに開

始されています。継続的なケアのための資金調達と未充足ニーズに関する分野横断型の研究

においては、継続的なケアへの投資金額が高い国ほど社会的ケアの未充足ニーズが低くなる

傾向があるなど、一定の相関関係が見られたことも報告しました。 

 

国ごとに日常生活動作の制限にばらつきが見られるのはなぜかという坂下委員の質問に対

し、ローゼンバーグ技官は、この研究は社会的ケアの未充足ニーズの調査に焦点を当てたも

のであり、日常生活動作などの機能低下の原因を調べるものではないとしたうえで、関連す

る研究が日本国内を含め多数存在していると述べました。 

 

クルス・ベガ委員は、社会的ケアの未充足ニーズが財政上の問題と深く関わっていることに

同意しました。低・中所得国に対して提言を行うには、分野横断型の研究が求められるでし

ょう。これに対し、バーバー所長は、継続的なケアのための財源をどのように確保するかも
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重要であると答えました。税金を財源とする制度は、予算が削られやすい傾向があります

が、社会保険料を財源とすれば、そのリスクは低くなります。 

 

タンチャロエンサティエン委員は、WHO と世界銀行が発行した「UHC グローバル・モニタ

リング・レポート」において未充足ニーズに関する知見を提供するなど、WHO 神戸センタ

ーは世界に大きく貢献していると述べました。2027 年に次回開催予定の UHC に関する国連

総会ハイレベル会合に向け、高所得国以外の国々のエビデンスを明らかにするうえで、

CARETRACK は重要な役割を持っています。人口高齢化が急速に進むなか、医療ニーズと社

会的ケアニーズの両方に対応する必要性を見据えて、未充足ニーズを測定するためのモジュ

ールを開発し、国内調査に活用する必要があるでしょう。 
 

要点 
• 主な成果として、WHO 神戸センターの支援により、高齢者の医療・社会的ケアにおけ

る未充足ニーズを測定するためのグローバル・リサーチコンソーシアム

（CARETRACK）が設立されたことが挙げられる。ただし、このコンソーシアムは、具

体的な政策変更のための学術活動のみに焦点を置くべきではない。 

• 未充足ニーズの測定対象には、社会的ケアの未充足ニーズを含める必要がある。 

• 本研究ポートフォリオでは、査読付き学術論文 10 件、WHO と世界銀行が発行した

「2023 年 UHC グローバル・モニタリング・レポート」への寄稿を含め、2022～23 年

にかけて 13 件の出版物が発表された。未充足ニーズへの関心を高め、高齢者への影響

に関するデータを提供したことは、世界の保健医療に対する WHO 神戸センターの大き

な貢献であるといえる。 

 
3.4 研究ハイライト 
 

保健医療サービスの購入手段 

ローゼンバーグ技官より、WHO 保健制度ガバナンス・資金供給部門と OECD との共同によ

る WHO フラッグシップ・プロダクト「慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを強化

するための購入手段（2022～23 年）9」の概要が紹介されました。このプロジェクトは、

慢性疾患による回避可能な死亡を減らすことを目的としており、OECD との協力活動の第 3

 
9 慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを強化するための購入手段：
https://extranet.who.int/kobe_centre/en/project-details/purchasing  

https://www.caretrack.online/resources
https://extranet.who.int/kobe_centre/en/project-details/purchasing
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段階に当たります。診療報酬の支払方式（出来高払い、人頭払い、包括払いなど）は、高齢

者に対するケアの質を向上させるためのインセンティブを提供する手段の一つです。研究の

中では、支払方式を種類ごとに解説するとともに、慢性疾患のケアの質と健康アウトカムの

向上のためのインセンティブとして、支払方式がどのように活用されているかが明らかにさ

れました。 

 

WHO 神戸センターと OECD は、複数のエビデンス・レビューとともに、8 か国で事例研究

を実施しました。エビデンスレベルの高い研究の多くが、「効果が全くない」または「効果

がほとんどない」と報告していることが分かりました。事例研究からは、多くの場合、研究

対象となった支払い方式の導入により、プライマリ・ケアにおける慢性疾患の管理を強化す

ることが意図されていることが示されました。また、慢性疾患に対するケアの質の向上を促

進する要因として、医療情報システムとテクノロジーに対する投資、ガバナンス構造（強い

リーダーシップの存在など）、複数のステークホルダーの参加、ケアの質を保証する体制、

経済的要因（ケアの質の向上のための投資に向けたスタートアップ助成など）が明らかにな

りました。 

 

主な研究成果として、支払方式のみを変更しても、ケアの質は向上しないことがわかりまし

た。ケアの質を向上させるには、医療サービスの提供モデルや、サービスの提供体制そのも

のの変革を促すような支払方式の活用に着目しなければなりません。また、相対的に少額の

成果報酬では、出来高払いのような支払方式が持つ強いインセンティブに対抗するには不十

分である可能性があります。一方で、減額型のペナルティは、悪影響を招いたり逆進的であ

ることがわかりました。また、ケアの質を向上させるための金銭的インセンティブは、ケア

の質を保証するための体制にも大きく関わってくるため、保健医療制度の設計と運用に関す

る基準を含め、より広範なケアの質の保証体制に組み込む必要があります。このように、質

の高いケアの提供に必要なインフラを整備するには、非常に長期にわたる計画が求められま

す。 

 

本プロジェクトでは、サマリー・レポート 1 件、事例研究報告書 8 件、ポリシーブリーフ 9

件、背景報告書 3 件が作成されました。2024～25 年の計画では、WHO 保健医療財政に関

する WHO テクニカルネットワークや WHO 保健医療制度ガバナンス・資金提供部門のウェ

ビナーを活用しながら、情報発信を行う予定です。 また、追跡研究として、質の低いケア

に対するペナルティの効果に関する調査や、特定の国の施策（日本における慢性疾患のケア

や介護予防に対する成果連動型報酬の取り組みなど）に関する調査が検討されています。 
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オウアー委員は、診療報酬には「収入として受け取る側」と「コストとして負担する側」の

両者が存在するとコメントしました。診療報酬の支払方式においては、コスト削減がしばし

ば議論の的となります。オウアー委員は、支払方式がケアの質の向上に与える効果につい

て、関連するエビデンスが不足していることに同意したうえで、医療費の自己負担が医療の

公平性と質に与える壊滅的な影響に関する研究を行っている WHO 欧州地域事務局バルセロ

ナ事務所と協力することを提案しました。ケアの質を向上させるには、医療機関の間で患者

の健康情報を共有できるようにするなど、医療情報技術とデジタル化に対して投資すること

が重要です。オウアー委員は、非常に長期にわたる計画の必要性に同意するとともに、ケア

の質を向上させるためにどのような支払方式が求められるかという逆の視点から調査を実施

し、文書に取りまとめることを提案しました。一方、タンチャロエンサティエン委員は、次

の段階に向けて実装研究を実施し、糖尿病や高血圧をはじめとする慢性疾患に対し、医療機

関側と患者側の両面から介入方法を模索することを提案しました。 

 

継続的なケア 

 

バーバー所長より、二つ目のフラッグシップ・プロダクト「高齢化社会における継続的なケ

アのための持続可能な資金調達 10」に関する内容が紹介されました。WHO 欧州保健医療制

度政策観測所と WHO 欧州地域事務局は、本プロジェクトの一つ目の成果物として共同で書

籍を編纂し、その中でフォーマルケアに対する投資の増加が個人、家族、地域コミュニテ

ィ、保健医療制度、国全体にメリットをもたらすと結論付けています。これに関連し、

2023 年 11 月 3 日に神戸において、オフラインとオンラインの形式による出版イベントが開

催されました。なお、書籍は 2024 年に出版される予定です。  

 

継続的なケアのための資金調達に関する一連のポリシーブリーフ（全 8 件）では、WHO 保

健制度ガバナンス・資金供給部門と WHO 高齢化部門の協力の下、低・中所得国向けの教訓

が取りまとめられます。一つ目のポリシーブリーフでは、継続的なケアのニーズが増加して

いる原因に着目し、国の経済成長に伴い、女性の社会進出が増加するなかで、インフォーマ

ルケアの提供者が減少していると述べています。二つ目のポリシーブリーフでは、継続的な

ケアの対象者に関する調査（包括的アプローチと選択的アプローチの比較）を実施し、高齢

者が必要なケアを受けられるようにするため、包括的なアプローチに移行する国が増えてい

ることに言及します。三つ目のポリシーブリーフでは、各国が継続的なケアのための資金調

 
10 継続的なケアのための資金調達：https://extranet.who.int/kobe_centre/en/project-
details/ltc_financing  

https://extranet.who.int/kobe_centre/en/project-details/ltc_financing
https://extranet.who.int/kobe_centre/en/project-details/ltc_financing
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達をどのように行っているか（税金、保険など）を調査しています。四つ目のポリシーブリ

ーフでは、高齢者が医療・社会的ケアに関する幅広いニーズを抱えていることや、継続的な

ケアの対象とすべきサービスに関するコンセンサスが不足していることを踏まえ、福利厚生

制度の適用範囲について論じます。このほか、五つ目のポリシーブリーフでは各国がサービ

ス提供と資金調達をどのように両立させているか、六つ目のポリシーブリーフでは各国がい

かにして高額医療費の個人負担を防ぎながら、経済的保護を行っているか、七つ目のポリシ

ーブリーフでは各国が継続的なケアの質と価値の向上にためにどのような施策を推進してい

るか、八つ目のポリシーブリーフでは各国が経済的な持続可能性をどのように確保している

かをそれぞれ調査しました。  

 

2023～24 年の計画では、8 件のポリシーブリーフに加え、背景報告書を出版する予定で

す。また、WHO 欧州保健医療制度政策観測所と提携して、継続的なケアの人材に関連する

シミュレーターやアプリケーションを開発する可能性があります。さらに、2024 年に長崎

で開催される「The 8th Global Symposium on Health Systems Research 2024（ヘルス・

システム・リサーチの国際シンポジウム）」において、研究成果を報告する予定です。 

 

オウアー委員は、国ごとに予算編成方針が異なるため、継続的なケアに関する課題について

さらに声を上げる必要があるとコメントしました。継続的なケアについては、世代間交流の

問題に対応するとともに、保健医療業界が資金調達の方法を提案し、持続可能な資金調達を

実現することで、他の業界から見過ごされないようにしなければなりません。継続的なケア

の人材のシミュレーターに関連する研究は、そういう意味でも重要になるでしょう。坂下氏

は、継続的なケアに対する投資の重要性を示した貴重なエビデンスや、継続的なケアの人材

のニーズについて述べました。日本においても継続的なケアは深刻な問題になっており、人

口減少に伴い、さらに状況が悪化すると予想されています。また、賃上げが十分でないこと

を考慮すると、就労環境の改善も必要になります。タンチャロエンサティエン委員は、フォ

ーマルケアの制度が導入されている国のほとんどが高所得国であると述べました。今後の動

きとしては、急速な人口高齢化が進んでいる低・中所得国に対し、継続的なケアに関する提

言を行う必要があります。 

 

バーバー所長は、高所得国が長年にわたって継続的なケアに関連する制度を整備してきたこ

とに言及したうえで、低・中所得国はこれらの国々から教訓を得る必要があることを確認し

ました。また、継続的なケアと保健医療の支出割合が逆転している状況が散見されることか

ら、フォーマルケア、インフォーマルケアの人材確保は、今後も国を問わず大きな課題とな
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るでしょう。これに関連し、人々が必要な時にケアとサポートが受けられるようにするた

め、デジタル化によるケアの質と価値に関する研究が実施される予定です。 
 
災害・健康危機管理 

 

茅野龍馬医官より、災害・健康危機管理：国・地域の実践方策と政策の研究の推進に関する

プロジェクトの概要が紹介されました。このプロジェクトの背景には、2 つの国際的枠組み

が存在しています。WHO 神戸センターでは、2016 年から災害・健康危機管理に関する科学

的エビデンスの改善に取り組んでおり、グローバルリサーチネットワークを立ち上げるとと

もに、「災害時の保健医療データ管理」、「メンタルヘルスと心理社会的サポート」、「社会的

弱者への対応」、「医療労働力の開発」、「研究手法・倫理」の 5 つの主要研究ニーズを明らか

にしました。 

 

30 か国から 164 名の専門家が集まって編纂された「災害・健康危機管理の研究手法に関す

る WHO ガイダンス」は、現時点のダウンロード数が約 3,000 回となっており、多くの地域

会合や国際会合、50 以上の大学の講義で紹介されています。また、医療、看護、心理学分

野の 15 の主要研究機関に所属する 28 名の専門家の協力の下、2023 年には日本語版も出版

されました。さらに、共同講義、ウェビナー、ワークショップなどを通して災害・健康危機

管理を研究するための大学コンソーシアムに関する議論も進められています。このほか、

2023 年 7 月には、WHO 地中海東岸地域事務局と WHO 欧州地域事務局の合同ウェビナー

「研究活動と政策実践の推進」が開催されました。 

 

2023～24 年の計画では、地方自治体向けのワークショップ（2024 年）に加え、「災害・健

康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」を活用して大学と研究機関による研究能

力開発を推進しながら、政府部門と地方自治体へ啓蒙を行うことを目的として、国・地域向

けの対面ワークショップも計画されています。 

 

オウアー委員は、保健省が緊急事態に対応していない国が多いことを考慮し、予防・備えを

監督する機関の管轄範囲と権限を明らかにすることを提案しました。これに対し、タンチャ

ロエンサティエン委員は、仙台枠組に法的拘束力がないのなら、災害・健康危機管理の長期

ビジョンに対し、政府が説明責任を負うべきであるとコメントしています。 
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茅野医官は、政策と実践方策に関するエビデンスの構築に向けた取り組みでは、政策立案者

の役割が重要になることを明らかにしました。取り組みの推進と導入を図るには、多くのス

テークホルダーと協力しながら、啓蒙活動を継続する必要があります。バーバー所長は、こ

のような大規模な取り組みは、WHO の GPW13 と GPW14 の 3 つの柱の一つにも掲げられ

ており、すでに簡易的な介入措置が各国で導入されていることを明らかにしました。なお、

「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」には、メンタルヘルスやその

他の関連課題に関する内容も含まれています。 
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4. 地元におけるエンゲージメントの強化： 

地域社会への貢献 
 
プログラムオフィサーのロイク・ギャルソン氏より、WHO神戸センターの地域連携戦略の

成果と計画が紹介されました。一つ目の目標である各国から得た教訓の共有や国を越えた協

力の推進については、WHO神戸センターが2024～25年に計画している全ての研究プロジェ

クトを含め、関西地域の機関との連携や、世界の学術・研究機関との協力関係の構築を引き

続き進めていく予定です。また、WHO神戸センターは、「災害・健康危機管理に関する

WHOグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）」を統括する事務局として、同

ネットワークと「災害・健康危機管理に関するWHOナレッジハブ」の推進において重要な

役割を果たしています。 

 

二つ目の目標は、広報と情報発信です。2022～23年は、毎年恒例のWKC高校生フォーラム

を含め、神戸グループと共同で開催した8つのWKCフォーラムにおいて、「学校と生徒のメン

タルヘルス」、「災害・健康危機管理（Health EDRM）2024年研究戦略：専門分野間の壁を

超えた部門横断的アプローチの推進」などのトピックを取り扱いました。2024年は、「経済

的・社会的制約に起因する高齢者のケア利用における未充足ニーズ」をテーマにしたフォー

ラム、WKCサマースクールなど少なくとも2つのフォーラムを開催する予定です。 

 

2022～23年は、日本語・英語による70以上のニュース記事がウェブサイトに掲載されまし

た。ページ閲覧数は5万4,000回に達しており、アクセスの83%が日本からのものとなってい

ます。なお、ウェブサイトは11月末にhttps://wkc.who.intに移行されています。2023年7

月、WHO神戸センターは、LinkedInのアカウントを開設し、130人以上のフォロワー数と

約2,000回のインプレッションを獲得しました。一方、X（旧Twitter）アカウントはフォロ

ワー数9,500人、インプレッション数120万回、YouTubeチャンネルはフォロワー数350人、

動画閲覧数5,400回となっています。WHO神戸センターの広報計画においては、認知度の向

上と情報発信の改善を図るため、研究プロジェクトごとにいくつかの戦略が策定されまし

た。 

 

三つ目の目標は、地域コミュニティにおける健康意識の向上です。目標達成に向けて、2022

～23年は学生向けの講義とウェビナーを計36回実施し、WHOとWHO神戸センターの活動を

https://wkc.who.int/


   
 

28 

紹介しました。2022年に初めて開催されたWKCサマースクールは、今や毎年恒例の行事と

なっています。また、WHO神戸センターの職員が11の地域の技術委員会や会議に参加しま

した。さらに、WHO神戸センターは、コロナ禍にウェブサイトの特設ページを開設したほ

か、YouTube、Twitterにおいても、政策立案者と地域住民のニーズに対応した投稿を行い

ました。これらはすでに情報の更新を停止していますが、現在も資料は閲覧可能です。この

ほか、神戸グループとさまざまな年次・月次会合を開催するなど、コミュニケーションの強

化にも取り組みました。出版物については、「WHO神戸センター事業成果報告書2020-

2021」が発表されています。なお、2022～2023年の事業成果報告書は、2024年に出版され

る予定です。 

 

2022年諮問委員会の提言への対応として、WHO神戸センターは、地域内外の研究パートナ

ーとの協力ネットワークの拡大に引き続き取り組みました。未充足ニーズ、質の高いUHCの

ための購入手段の分野において、WHOが世界に向けて研究結果を発表したことは、このよ

うな取り組みの直接的な成果であるといえます。また、地元におけるエンゲージメント活動

を強化するため、WHO神戸センターは専任担当者の配置やコンサルタントの雇用を通し

て、WKCフォーラム、WKCサマースクール、その他地域連携イベントをサポートしまし

た。  

 

続いて、兵庫県の片山安孝副知事を代理し、山下氏が議論を進行しました。兵庫県では、余

剰資金を地域の優先課題（認知症、新型コロナウイルス感染症の流行がもたらした行動変容

が健康に与えた影響に関する神戸市の研究）の研究を継続するために使用するとともに、研

究成果を地域の政策に活用したいと考えています。山下氏は、研究に関する意見を聞くため

に、定期的に行われている WHO 神戸センター協力委員会（JCC）との協議の継続を求めま

した。今後も学術界だけでなく、一般市民にも研究成果を発信する取り組みを継続しなけれ

ばなりません。現行の覚書は 2 年以内に終了となりますが、この 2 年間は、WHO 神戸セン

ターが目に見える形で地域の市民に貢献するための重要な期間であるといえるでしょう。 

 

毎年恒例の WKC サマースクール、一連の WKC フォーラムやコロナ禍における WHO 神戸

センターの取り組みは、地域の期待に応え、WKC の活動を地域と結びつける上で効果的な

ものでした。各諮問委員は、WKC フォーラムの運営に向けて WHO 神戸センターと神戸グ

ループに連絡窓口が設置されたことに言及するとともに、WHO 本部のウェブサイトとデザ

インを統合することでさらに見やすくなった新たなウェブサイトにも期待を寄せました。 
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また、WHO 神戸センターに対し、新聞記者等と定期的に面会して関係性を強化するなど、

マスメディアにおける存在感を高めることも提案されました。坂下委員は、研究機関である

WHO 神戸センターを一般市民に親しんでもらうことは課題であると認めました。共同リリ

ースを発表するなど、大学の研究パートナーとともにメディアに露出すれば、広報を改善で

きる可能性があります。藤田委員代理は、厚生労働省がメディアの記事執筆をサポートする

ため、以前は定期的に研究会合を開催していたと述べました。 

 

タンチャロエンサティエン委員は、WHO 神戸センターの主なターゲット層を挙げたうえ

で、30 年にわたって神戸グループから支援を受けていることを考慮すると、WHO 神戸セン

ターが地元での説明責任を果たすうえで認知度は重要であると述べました。最近の WKC フ

ォーラムを見ると、WHO 神戸センターが日本のパートナーとの連携に効果的に対応してい

ることがわかります。クルス・ベガ委員は、WHO 神戸センターが日常的な活動の一環とし

て、研究成果の発信に努めていることを高く評価しました。 
 
山下氏は、地域政策に関するメディア説明会における WHO 神戸センターのエビデンスの有

用性に言及したうえで、地域のメディア説明会への協力を要請しました。ただし、東京と大

阪にメディアが集中していることを考慮すると、兵庫県はメディアへの影響度が高いとは言

えません。 

 

ギャルソン氏は、WHO 神戸センターの広報戦略にターゲットとなる層と手段に関する内容

が含まれていること、WHO 神戸センターが神戸新聞で健康関連の記事を担当する記者と良

好な関係を構築していることを確認しました。また、ギャルソン氏は、「認知症の社会負担

軽減に向けた神戸プロジェクト」に関する最近の広報の取り組みとして、WHO 神戸センタ

ーが神戸市、日本老年学的評価研究機構と共同プレスリリースを発表したことに言及したう

えで、パートナーとの協力活動に賛同を表明しました。対面での関係構築を推進するには、

地域の会合等への参加も重要です。 

 

バーバー所長は、研究成果の発信に関して、WHO 神戸センター協力委員会との定期的な提

携を期待すると付け加えました。WHO 神戸センターが地域のステークホルダーや神戸グル

ープの主催するメディア説明会への参加・協力を行うことは可能であり、バーバー所長は神

戸グループからの意見提供を歓迎しました。 
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要点 
• 主な成果には、8つのWKCフォーラムの開催、関西地域の研究機関との協力活動の継

続、ウェブサイトやソーシャルメディアの有効活用、WHO神戸センターのLinkedInア

カウントの開設などがある。  

• 2022年諮問委員会の提言への対応として、WHO神戸センターは、毎年恒例のWKCサマ

ースクールの開催、専任担当者による神戸グループとの意思疎通、地域連携イベントと

研究活動の強化に取り組む予定である。 

• WHO神戸センターでは、自らの認知度の向上を図るため、今後も関西地域と域外の研

究パートナーと協力しながら、研究成果の発信と地域連携活動の拡大に取り組む予定で

ある。 

• 諮問委員会は、WHO 神戸センターに対し、国や地域の垣根を越えて、研究成果の効果

的な発信や知識・経験の共有に努め、政策への反映を推進するよう提言した。  

• WHO神戸センターは、グローバルサウスにおける保健医療制度との関わりを維持する

ため、グローバルノースの機関だけでなく、グローバルサウスの機関との間でもさらな

る知見の活用と連携の拡大を継続する必要がある。 
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5. 提言 
 
議長のタンチャロエンサティエン委員と書記のオウアー委員より、提言の内容が紹介されま

した。 

 

1) 新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)のパンデミックを経験したことで、WHO 神戸

センターの 3 つの研究テーマの全てにおいて教訓が得られた。具体的な研究内容に

は、以下のようなものがある。 

a) 全人口におけるすべての死因による超過死亡率をはじめ、特定の層における新型

コロナウイルス感染症の影響（高齢者、障がい者、末期腎不全患者、若年のメン

タルヘルス不調者、COVID-19 による孤児の数など）の検討。 

b) 特定の層によるサービスの利用や、必要不可欠なサービスの維持に向けた各医療

機関の事業継続計画に関する調査。 

 

2) 政府間交渉機関（INB）が策定した WHO パンデミック協定の交渉プロセスに関する

条項 11が 2024 年世界保健総会（WHA）で最終承認されることを受け、 カリキュラム

開発が必要な国からの要請に応じて派遣される、世界の公衆衛生上の緊急事態に対応

する人材の育成（WHO パンデミック協定交渉文書案第 7 条第 3 項を参照）を含め、

災害・健康危機管理に関する取り組みへの関わりと貢献度を高める。 

 

3) 今後設立が検討されている UHC センターとの関連において、WHO 神戸センターと設

立予定の UHC センターとの間で活動内容に関する定期的な意見交換と計画調整を行

うことで、UHC のエビデンス構築における WHO 神戸センターの役割（基準策定、政

策研究）との重複を避けるとともに、相乗効果を確保し、UHC センターの取り組みに

貢献する。 

 

4) WHO 神戸センターの優先研究課題に関連するテーマの決定、方針転換、プロジェク

トの始動・終了に際しては、地域パートナーと協働・連携しながら、各研究分野と

WHO 神戸センターの組織全体を対象に、Strength（強み）、Weakness（弱み）、

Opportunity（機会）、Threat（脅威）の 4 つの要素から構成される SWOT 分析を実

 
11 2023 年政府間交渉機関会合で策定された WHO パンデミック協定交渉文書案（文書番号：

A/INB/7/3）：https://apps.who.int/gb/inb/pdf_files/inb7/A_INB7_3-en.pdf 

https://apps.who.int/gb/inb/pdf_files/inb7/A_INB7_3-en.pdf
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施する。分析結果は、第 3 期覚書完了に向けた共同事業評価への意見提供に活用す

る。 

 

5) 医療・社会的ケアの未充足ニーズに関するコンソーシアム 12 の活動や貢献に対して影

響力を示し、国内外の政策へ反映されるような政策志向の取り組みを推進する。ま

た、全世界における急速な人口高齢化に伴い、医療と社会的ケアの両面から未充足ニ

ーズを把握することが今後重要となる。 

 

6) 国や地域の垣根を越えて、研究成果の効果的な発信や知識・経験の共有に努め、政策

への反映を推進する。  

 

7) 世界各国における非感染性疾患（NCD）の蔓延に対応するため、慢性疾患に対する質

の高いケアのための購入手段に関するプロジェクトで得られた成果を実装研究に活用

し、医療機関側と患者側の両方の視点から介入方法を模索する。  

 

8) グローバルサウスにおける保健医療制度との関わりを維持するため、グローバルノー

スの機関だけでなく、グローバルサウスの機関との間でもさらなる知見の活用と連携

の拡大を継続する。 

 

9) 第 3 期覚書の共同事業評価の付託条項において、意見聴取先として以下のステークホ

ルダーを特定する。 

a) 神戸グループ、厚生労働省、国際開発パートナーの政策立案者 

b) 一般市民、地域コミュニティ、若者 

c) マスメディア 

d) 関西・その他地域の学術団体・組織、研究パートナー 

e) WHO 地域事務局、WHO 本部 
  

 
12 CARETRACK：高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズの追跡に関する研究・評価を推進するた

めのコンソーシアム 

http://www.caretrack.online/
http://www.caretrack.online/
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6. 結論 
 

議長より、この 2 年間に大きな進展があったこと、また次の 2 年間に向けた計画において

も、地域・日本・世界のアジェンダに結びつきが見られるなど、地域と世界のニーズに対応

していることが述べられました。分野横断により研究内容がさらに充実したほか、3 つのテ

ーマの研究活動も引き続き順調に進んでいます。財政・人材に限りがあるものの、WHO 神

戸センターが秘める可能性は大きく、また無限であります。 

 

社会的・知的資本、専門的知見を活用するとともに、兵庫県や関西地域、日本、さらには世

界を代表する研究者たちの力を借りることで、WHO 神戸センターは研究協力活動において

大きな成果を挙げました。 

 

主な成果には、ポリシーブリーフ、WHO の各種研究報告書、および「災害・健康危機管理

の研究手法に関する WHO ガイダンス」の出版や、UHC のグローバル・モニタリング・レ

ポートにおける研究結果の掲載、影響力の高い学術誌における論文発表、認知症対策をはじ

めとする地域政策への貢献などがあります。また、医療の未充足ニーズへの対応において

も、一歩先行く革新的な取り組みを行うなど、WHO 神戸センターは指導的な役割を果たし

ました。 
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付属資料 1：会議プログラム 

 
 

第 27回 WHO神戸センター諮問委員会 

(2023年 11月 15-16日 開催)      使用言語:  日・英 同時通訳付 

 

プログラム 

 

2023 年 11 月 15 日 
 

09:00–09:30 開会 

歓迎のことば 
 

 

ご挨拶 

- 神戸グループ代表 (ビデオメッセージ) 
 

- WHO 代表       (ビデオメッセージ) 

議題１ 

WKC 所長 サラ・ルイーズ・バーバー 

 

 

 

兵庫県知事 齋藤 元彦 

 

事務局長補 リー・アイラン 

09:30–09:45 写真撮影  

09:45–10:00 休憩  

10:00–10:15 法令手続き 

- 諮問委員会議長による開会挨拶 

- 書記の任命 

- 議題の採択 

議題 2 

議長 

ビロージ・タンチャロエンサティエン委員 

 

10:15–11:15 研究計画と 2022 年諮問委員会提言への 

対応 

 

- 質疑・討議 

議題 3 

発表者： 

WKC バーバー 
 

第一発言者: 藤田 一郎 委員代理 

11:15–12:15 研究成果発表  1：災害・健康危機管理 

 

- 進捗報告 

- 2024–25年研究計画 

- 質疑・討議 

議題 4 

発表者：WKC 医官 茅野龍馬 
 

第一発言者： 

フェリペ・クルス・ベガ 委員 

12:15–13:30 昼食休憩  

13:30–14:30 研究成果発表  2： 

UHC－サービス提供、持続可能な資金調

達、イノベーション 
 

- 進捗報告 

- 2024–25年研究計画 

- 質疑・討議 

議題 5 

発表者： 

WKC バーバー 

 

第一発言者:スーンマン・クウォン委員 
（事前にコメントを書面にて入手） 
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14:30–15:30 研究成果発表  3： 

UHC－人口高齢化を踏まえた指標と測定 

 

- 進捗報告 

- 2024–25年研究計画 

- 質疑・討議 

議題 6 

発表者： 

WKC技官 ローゼンバーグ・恵美 

 

第一発言者： 

マゲッド・エルシェルビニ委員 

（オンライン参加） 

15:30–15:45 休憩  

15:45–17:00 研究ハイライトと討議 

a) 質の高い保健医療のための価格設定 

b) 継続的なケアの資金調達 

c) 災害・健康危機管理の研究能力構築 

議題 7 

WKC ローゼンバーグ 

WKC バーバー 

WKC 茅野 

 

第一発言者： 

クレメンス・オウアー委員 

 

17:00–17:30 会議一日目総括 議長 

17:30 終了  

18:30 レセプション  

 
2023 年 11 月 16 日 

 

09:00–09:15 会議一日目のまとめ 議長 

09:15–10:15 地元との連携強化成果発表： 

地域社会への貢献 
 

- 進捗報告 

- 2024–25年計画 

- 質疑・討議 

議題 8 

発表者： 

WKC プログラム・オフィサー 

ロイク・ギャルソン 

 

第一発言者： 

山下 輝夫氏 

坂下 玲子委員 

10:15–10:30 第 3期覚書完了に向けた共同事業評価 

について 

議題 9 

WKC バーバー 

10:30–12:00 休憩 
- 提言準備のための非公開討議 

諮問委員及び WKC報告者 

12:00–13:00 諮問委員会からの提言および結論 議題 10 

諮問委員 

13:00–13:15 その他の事項 

- 来年度の会議日程調整等 

議題 11 

議長 

 閉会 議題 12 

議長 
 



  

    

WHO CENTRE FOR HEALTH DEVELOPMENT (WHO KOBE CENTRE – WKC) 

付属資料 2：出席者リスト 

 

第 27 回 WHO 神戸センター諮問委員会 

  

  

 

 

出席者 

 

諮問委員 
 

アイリーン・アクア・アジェポン 1 ガーナ医師外科医大学 公衆衛生コンサルタント；ドドワ医療

研究センター（ガーナ共和国） 

クレメンス・オウアー ガスタイン欧州保健フォーラム 会長（オーストリア） 

フェリペ・クルス・ベガ メキシコ社会保険庁 保健分野特別プロジェクト調整部門長

（メキシコ） 

マゲッド・エルシェルビニ 1 ダイレクト・エイド・インターナショナル 高等教育シニア

アドバイザー（エジプト・アラブ共和国） 

日下 英司 1 厚生労働省大臣官房 国際保健福祉交渉官（日本） 

片山 安孝 1 兵庫県副知事（日本） 

スーンマン・クウォン 1 ソウル大学公衆衛生大学院 医療政策管理学部 教授（韓国） 

坂下 玲子 兵庫県立大学副学長（日本） 

ビロージ・タンチャロエン   

サティエン 

国際保健政策計画財団 シニアアドバイザー（タイ王国） 

 

来賓 

 

齋藤 元彦 1 兵庫県知事 

藤田 一郎 厚生労働省 大臣官房 国際課 国際企画・戦略官（日本） 

 

厚生労働省 
 

諸岡 育美 厚生労働省 大臣官房 国際課 主査 

  

____________ 
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神戸グループ 

 

山下 輝夫 兵庫県 保健医療部長 

岡田 英樹 兵庫県 保健医療部次長 

波多野 武志 兵庫県 保健医療部 医務課長/WHO 神戸センター協力委員会事務局長 

名久井 康宏 兵庫県 保健医療部 医務課 企画調整班長 

蛭子 裕隆 兵庫県 保健医療部 医務課 企画調整班 主査 

矢野 典子 WHO 神戸センター協力委員会事務局 

西川 尚斗 神戸市 企画調整局局長（医療産業担当）1 

森 浩三 神戸市 企画調整局 医療産業都市部長 

池澤 和之 神戸市 企画調整局 医療産業都市部 調査課 課長（医療産業都市担当） 

梅木 章成 

石上 和 

神戸市 企画調整局 医療産業都市部 調査課 係長 

神戸市 企画調整局 医療産業都市部 調査課 

後藤 眞一 神戸商工会議所 理事・産業部長 1 

平岡 靖敏 神戸商工会議所 参事役 

西田 由実 神戸商工会議所 産業部 産業・国際チーム 課長 1 

大溝 貴士 株式会社神戸製鋼所 理事 総務・CSR 部 担当役員補佐 1 

神尾 真裕美 株式会社神戸製鋼所 総務・CSR 部 次長 総務グループ長 1 

西澤 公明 株式会社神戸製鋼所 総務・CSR 部 総務グループ 課長 

 

WHO神戸センター  

 

サラ・ルイーズ・バーバー 所長 

ロイク・ギャルソン プログラムオフィサー 

茅野 龍馬 医官（研究領域：災害・健康危機管理） 

ローゼンバーグ・恵美 技官（研究領域：人口高齢化を踏まえた指標と測定） 

 

（敬称略） 

 

 

 

 

____________ 
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災害・健康危機管理（Health EDRM） 

 

背景 

 

WHOの第13次総合事業計画（2019～2023年）が掲げる3つの戦略的優先課題の1つに、「現在よりも10億人多く

の人々を健康危機からよりよく保護する」というものがあります。この優先課題は、国・地域・世界レベルでレジリエンス

（強靭性）を構築・維持するとともに、長期的かつ深刻な危機に直面する人々が、生命の維持に必要な医療サービス

を速やかに受けられるようにすることを目指しています。WHO神戸センター（WKC）では、よりよい災害・健康危機管理

に向けて、科学的エビデンスを強化するための世界的な取り組みに貢献してきました。その代表的な例が「WHO災害・健

康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）」です。  第3回国連防災世界会議とその成

果文書である「仙台防災枠組2015-2030」（仙台枠組）、そして2019年に発行されたWHOの「災害・健康危機管理

枠組」においても、保健医療ニーズへの対応は大きな焦点となっています。 

 

WKCは、激甚災害の予防・備え・対応・復旧に関して豊富な知見を有する国内外の専門家と継続的に連携可能な独

自の立場を活かし、研究領域のギャップ分析や、2018年に神戸市で開催された専門家会議および2019年に淡路島で

開催されたHealth EDRM RNの第1回代表者会議での提言、ならびに日本のこれまでの経験・教訓を踏まえ、2018～

2026年にかけて注力すべき複数の研究分野を選定しました。その際、コロナ禍において災害・健康危機管理の研究ニー

ズが高まったことを考慮し、新型コロナウイルス感染症に関連する内容も含めるようにしました。 

 

主要研究分野 

 

1. 研究手法の標準化を図るために本研究領域全体のギャップおよび情報ニーズに対応するとともに、倫理的課題にも対

処する。 

2. 災害時の保健医療データの収集と管理について、最適なフォーマットと主要内容を明らかにするとともに、研究手法の

標準化および防災、備え、災害対応、復興の各時期における健康影響についての比較分析を可能にしていく。 

3. 科学的エビデンスに基づく政策立案―適応可能な保健・医療システムを介し、被災者の保健ニーズへの総合的なアプ

ローチに焦点を当てた、効果的な災害対応を可能にする政策立案を支援する研究を実施する。 

4. 高齢者など脆弱な集団の特定の保健ニーズを調査する。 

 

進捗報告（2022～2023 年） 

 

2022～2023年に終了した研究の成果 

 

2021 年 10 月に「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス」が発行されたことを受け、WKC では、

Evidence Aid（英国のシンクタンク）の協力のもと、ガイダンスの普及促進を目的として、2022 年にさまざまな研修教材
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（章ごとのスライドショー付きのビデオ講義など）を作成しました。本ガイダンスについては、コロナ禍におけるガイダンスの活用

方法について取り扱った章を追加した「2022年改訂版」が 2022 年 10 月に発行されているほか、さらなる更新・改訂の準 

 

備も進められています。各章の内容と研修教材は、災害・健康危機管理の研究手法に関する特設ウェブページで公開さ

れています。2023 年 7 月 18 日には、WHO 東地中海地域事務局（EMRO）と WHO ヨーロッパ地域事務局（EURO）

と共同で 2022 年改訂版ガイダンスの活用をテーマにした、国・地域向けのウェビナーを開催しました。これに続き、2024 年

には国・地域向けの対面式ワークショップの開催も計画しており、他の地域の参加を含め、EMRO・EURO と協議を進めてい

ます。また、この取り組みに関連する地域貢献活動の一環として、東北大学、兵庫県立大学、日本災害医学会をはじめ、

災害・健康危機管理の主要研究機関・学術団体から 30 名以上の専門家の協力のもと、2023 年 9 月 1 日（防災の

日）に「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO ガイダンス 2022 年改訂版」の日本語翻訳版が出版されまし

た。このほか、日本におけるさらなる普及活動も計画されています。  

 

2020～2021 年のコロナ禍に於いて、WKC は、災害・健康危機管理に関する 3 つの研究プロジェクトを立ち上げました。そ

のうち、2 つの研究プロジェクトについては、2022～2023 年に完了しています。コロナ禍における国の人材育成状況に関す

るスコーピング・レビュー（広島大学、ジョン・ホプキンス大学、2021～2023 年）では、助成制度、状況に応じた就業規制

の緩和、再雇用・タスクシフト・スキルミックス、ボランティアの募集・医療系学生の早期現場投入、その他人材の活用を含

め、国レベルの人材育成における複数の共通する戦略が同定されました。また、医療人材不足の解消に向けた国の政策・

制度を分析するための 5 つの事例研究（広島大学、産業医科大学、韓国カトリック大学校、立命館アジア太平洋大

学、モンゴル国立医科大学、ジョンズ・ホプキンズ大学、東ピエモンテ大学、タイ保健省、国立病院機構災害医療センター、

淀川キリスト教病院、2021～2023 年）においては、短期的対策（ボランティアの募集、休職中の医療従事者の復帰支

援など）に加え、長期的な質の確保と運用面の持続可能性における懸念点が論じられています。さらに、スマートフォンによ

る認知行動療法がうつ予防にどのような効果があるかを調査する研究プロジェクト（京都大学、2022～2023年）では、

異なる種類の認知行動療法を使用した無作為化比較試験として、関西の大学生 1093 名を対象に 2018 年から 2021

年にかけて「Healthy Campus Trial」を実施しました。そこで得られたデータの二次分析を行った結果、短期（8 週間）ま

たは長期（1 年）にかかわらず、デジタル形式の認知行動療法がうつ予防に有効であることが実証されています。 

 

進行中の研究（2018～2024 年）と期待される成果  

 

WKC は、引き続き Health EDRM RN の事務局としてその役割を果たすとともに、リサーチネットワークの参加者と連携しな

がら、コミュニティ・国・地域・世界レベルの多岐にわたる協力活動を推進しています。2023 年 9 月 20 日時点で 47 か国か

ら 325 名の専門家が参加しており、WHO 本部・防災部局、世界全 6 か所のＷＨＯ地域事務局、事務局（WKC）、

共同議長（RN 参加者から 2 名を選出）から構成される代表者グループにより、その活動方針が議論されています。2022

年 10 月 27 日、TPRN の第 4 回代表者会議がオンラインで開催され、「災害・健康危機管理に関する WHO ナレッジハ

ブ」の構築、「災害・健康危機管理に関する WHO グローバル研究指針」の策定に向けた取り組みを引き続き推進していく

https://extranet.who.int/kobe_centre/en/what_we_do/health-emergencies/research-methods
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ことが決定しました。会議報告書は、WKC のウェブサイト1で公開されています。また、WHO 本部防災部局と WHO 地域事

務局の規範的活動における連携が強化されていることを受け、2023 年に第 5 回 Health EDRM RN 代表者会議は、第 4

回 DRR 担当者会議と合同で、神戸にて連日開催される予定です。 

 

コロナ禍における災害・健康危機管理をテーマにした研究プロジェクト 「コミュニティのレジリエンス（強靭性）強化に向けた

戦略に関する体系的同定および評価」（ベイラー大学、広島大学、マクレナン郡医学教育研究財団、兵庫県立大学、ロ

ビン・ムーア&アソシエーツ、クイーンズランド工科大学、バングラデシュ保健・家族福祉省、テキサス大学サウスウェスタン・メ

ディカル・センター、2021～2023年）は、現在最終段階を迎えています。オーストラリア、バングラデシュ、スロベニア、トルコ、

アメリカから 175 名の地方自治体職員と医療従事者を招き、8 つのワークショップを実施したこの研究プロジェクトでは、国

連防災機関（UNDRR）が開発・検証した「公衆衛生システムレジリエンススコアカード」を用いたアンケート調査を介し、公

衆衛生の危機対応において優先すべきアクションについてステークホルダーの意見を収集しました。なお、抽出したアクション

の優先順位付けには、逐次修正型デルファイ法が使用されました。このほか、学術誌への論文発表の準備も進められていま

す。 

 

2023 年の新規研究プロジェクトとして「災害時・災害後のメンタルヘルス影響の軽減：よりよいこころのケア（精神保健・

心理社会的支援（MHPSS））のための防災ツールの改善に向けたエビデンス構築（メルボルン大学、Phoenix 

Australia、モナシュ大学、カーティン大学、岡山大学、大阪大学、イタリア緊急心理社会的支援学会（エミリア＝ロマー

ニャ州）、米国国立 PTSDセンター、2023～2025年」が始動しています。このプロジェクトは、メンタルヘルスのリスク低減、

保護的因子の推進、災害がメンタルヘルスに与える影響の軽減に向けた既存の政策・制度・介入施策を把握、評価し、

将来的な政策・措置に対してエビデンスを提供することを目的としています。本研究は、WKC が 2020～2022 年に実施し

た研究プロジェクト「災害・健康危機後のメンタルヘルスの長期的予後の決定要因：システマティックレビューとアジア太平

洋災害精神保健ネットワークの設立」（カーティン大学、国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所、兵庫県こ

ころのケアセンター、メルボルン大学、ハーバード大学、2020～2022 年）のフォローアップ研究であり、この研究では災害の

種類にかかわらず、被災者の間で高い精神疾患有病率と症状の長期化が見られることが明らかになったほか、長期的予

後における保護的因子とリスク因子も特定されました。 
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ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ： 

サービス提供、持続可能な資金調達、イノベーション 
 

背景 

 

人口の高齢化とともに、保健医療制度はニーズや需要の変化への対応が求められています。WHO神戸センター

（WKC）は、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）実現に向けての進展を加速するため、高齢化の観点から保

健制度のイノベーションに関する研究を行っています。また、本研究が、特に低・中所得国のための具体的な政策

に結びつくことを目指しています。 本研究プログラムは現在、継続的なケア（LTC）および慢性疾患に対す

る質の高いケアのための資金調達という2つの分野に重点を置いています。急速な人口高齢化にともな

い、あらゆる開発段階にある国々が、高齢者に対する適切な医療・社会的ケアの需要増大に対応するた

めの、LTCの提供および資金調達のオプションに関する研究に取り組んでいます。 高齢者は若年者とく

らべて一般的に医療サービスを利用する機会が多いため、一人あたりの医療費が高額になります。この

ため、政策立案者の間では、高齢化が際限のない医療費の伸びにつながり、その支出がやがては維持で

きなくなるのではないかとの懸念が広がっています。 慢性疾患に対する質の高いケアのための保健医療

サービスの購入や取り決めは、各国が医療費支出に対してより良い価値を得ようとするにつれ、その重

要性が高まっていることから、WKCは、保健医療の購入オプションの設計に役立つ研究に着手していま

す。 

 

主要研究分野  

 

1. 柔軟性に富み、高齢化社会に継続的かつ革新的な形で適応し、多疾患にも対処しうるサービス提供モ
デルを評価する 

2. 高齢化社会が財源確保や医療費の支出に与える影響を検討し、各国がどのように適応し、政策調整を
行ってきたかを把握する 

 

進捗報告（2022～2023年） 
 

2022～2023年に終了した研究の成果 

 

2017～2019年、WKCは ASEAN諸国を対象に一連の研究プロジェクトを立ち上げ、サービス提供モデルを

研究し、保健制度が高齢化にどのように適応しているかについて調査研究を実施しました。本事業は 2022

年までにすべて終了しており、その成果はプロジェクト概要や学術誌への発表、ワーキングペーパーの形

式でまとめられ、他の国々に対する示唆ともなっています。研究結果については、2022年に出版の

BMC/Springerの学術誌 Health Research Policy and Systemsの高齢化に対応する保健医療制度をテーマとした

WKC編纂による特別号で発表されました。 

  

この学術誌特別号には、サービス提供の分野の研究成果も盛り込まれています。フィリピンとベトナムの

高齢者に良質のサービスを提供するための専門職連携トレーニング（フィリピン大学マニラ校、東京医科

歯科大学、フエ医科薬科大学、および兵庫県立大学、2018～22年）は、フィリピン・ベトナム・日本の研

究チームが取り組んだ研究事業で、フィリピンとベトナムの保健医療従事者を対象に開発、実施した職能

に応じた専門職連携トレーニングの評価が行われ、高齢者が必要とする多職種連携にもとづく統合保健医

療サービスを提供できる人材の育成に役立つこと、それが他の低・中所得国にも適応できる可能性が示さ

れました。カンボジアにおける持続可能なプライマリ・ケアに関する研究（Duke-NUS医学大学院、カン

ボジア KHANA公衆衛生リサーチセンター、カンボジア保健省、2019～22年）では、カンボジアが既存の

リソースの下で、急性期から慢性期のケアへとシステムの移行を実現するための考察がまとめられていま

す。ラオス人民民主共和国における認知機能障害の有病率に関する評価（ラオス熱帯医学・公衆衛生研究
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所、2019～22年）においては、ラオス 3県におけるコミュニティベースの横断的研究の結果が報告されて

います。タイの高齢者のための地域包括型中間ケア （CIIC）サービスモデルを評価するランダム化比較

対照試験（順天堂大学、チェンマイ・ラチャパット大学、東京有明医療大学、チュラロンコン大学、2019

～22年）の事業成果についても発表されました。シンガポールにおける高リスク高齢者の強化型ケア共同

体（ECoC）モデルの評価（Duke-NUS 医学大学院、 シンガポール総合病院、2019～22年）に関しては、 

健康危機の事態において、脆弱な高齢者に関する研究を行う際の倫理的・実践的な課題について、本研究

から得られた見識がまとめられました。このジャーナル特別号は 2022 年末に発行され、WKCは、地元関

西と世界に向けたプロモーションをそれぞれ実施しました。2022年 11月に、愛知県長久手市において第

37回日本国際保健医療学会学術大会の公式プログラムとして開催したWKCフォーラムに続き、2023年 7

月には、論文著者の出演により論文要旨を紹介する一連の動画特集をリリースしました。 

 

認知症の社会負担軽減に向けた 神戸プロジェクト（神戸大学および神戸市、2017～2022年）では、認知

機能低下に関連する要介護リスクがある人を特定する簡単な 3 項目の質問について、その潜在的価値を実

証しました。本研究では、郵便調査で収集した認知機能に関する神戸市民のデータおよび 2～4年にわたる

回答者の実態を分析しました。プロジェクトは、2022年 11月に主要な研究結果に関する研究論文の出版

をもって完了しました。研究成果は、プレスリリース、WKCウェブサイトや SNSのほか、神戸市担当部

署との政策対話を通して発信されています。2023 年 9 月現在、合計 5 本の論文がまとめられ、それぞれ査

読付学術誌に発表または投稿中です。このプロジェクトデザインは、日本（2021年開催の第 10回日本認

知症予防学会学術集会）をはじめオーストリア、スイスの会議で発表され、さらには、地方自治体と地元

の大学との協働による公衆衛生研究のユニークなモデルとして日本の地方自治体に共有されました（2019

年 横浜ワークショップ）。また、「神戸市認知症の人にやさしいまちづくり条例」の制定にも貢献を果た

しました。 今後は、この研究事業から得られた成果を低・中所得国にも適用することを目指し、議論を継

続しています。 

2018～24年に進行中の研究と期待される成果 

 

認知症に関する神戸プロジェクトの成功を受け、神戸市との有意義な議論を経て、神戸市における新型コ

ロナウイルス感染症流行期における二次的な健康被害に関する新たな共同研究が立ち上げられました。こ

れは、地域の公衆衛生の優先課題に取り組むとともに、WKCのグローバルな研究課題にも合致するイニシ

アチブです。本事業の公募選考の結果、先ごろプロジェクトが始動しました：神戸市民における新型コロ

ナウィルス感染症流行期の行動変化の分析：ヘルスケア行政データベースの二次解析（日本老年学的評価

研究機構、神戸市、京都大学、東京医科歯科大学、日本福祉大学、東京大学、筑波大学、千葉大学、2023

～25年）。本事業では、研究活用のために公開されている神戸市のヘルスケアデータ連携システム内の行

政データと神戸市が保有する市民の健康とくらしに関する調査データを活用して、人々の生活習慣、社会

参加、保健医療および介護の利用について、新型コロナウイルス感染症流行期の影響によると考えられる

変化を特定し、政策提言につなげることを目的としています。約 3年間にわたって実施される本プロジェ

クトは、2023年 8月に正式に開始されました。2023年 11月には、WKC・神戸市・日本老年学的評価研究

機構によるプレスリリースが発表される予定です。 

持続可能な資金調達の分野では、数件の共同プロジェクトが継続中です。WHO欧州保健制度政策観測所

とWHO西太平洋地域事務局（WPRO）のパートナーシップにより、人口高齢化が保健医療財政に及ぼす

影響に関する研究 （WHO欧州保健制度政策観測所およびWPRO、2018～24年）が進められています。

WKCは、2020～21年にWPROおよび欧州保健制度政策観測所と共同で、健康な高齢化が医療支出および

経済成長の動向にそれぞれどのように影響を及ぼすかを把握するため、6カ国（日本、モンゴル、韓国、

ベトナム、オーストラリア、ニュージーランド）において 2セットの事例研究を実施しました。シミュレ

ーションの結果、労働年齢人口の健康状態の改善が GDPの成長につながる可能性が予測されています。こ
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うした結果は、状況の異なる 6カ国において実施されたシミュレーションごとに認められました。すなわ

ち、事例研究の結果から、人々が健康に歳を重ねる機会は多く、健康な高齢化が経済に貢献する可能性が

示されています。各事例研究につき 1本、合計 12本のポリシー・ブリーフが完成し、西太平洋地域レベル

でのレポートも発表されています。本研究から、「高齢化による保健医療制度の財政的持続可能性ギャッ

プ （PASH）シミュレーター」が開発されました。これにより政策立案者は、国によってさまざまな人口

構成の変化により、保健医療の支出と財源の双方が今世紀末までどのように推移するかを見ることができ

ます。財源と支出の間に財政ギャップがある場合には、いくつかの政策オプションを選ぶことでどのよう

な効果が見られるかもこのシミュレーションを使って検討することができます。人口高齢化が保健医療財

政にどのように影響を及ぼすかは、高齢化社会の必然的な結果というよりは、政策の選択の結果であると

いうのが、本研究の総括的なメッセージです。現在、各国がWHO地域事務局と協力し、このシミュレー

ション・ツールを試験運用中です。 

 

今後は、新たに構築する LTC 労働力のニーズ予測のためのシミュレーターに焦点を当てて協働を継続し

ます（欧州保健制度政策観測所、WHO欧州事務局、WHO西太平洋地域事務局、2024～25 年）。 

このシミュレーターは、さまざまな年齢層に必要な、また、人口年齢構成の経時的変動に沿って求められ

る人口あたりの LTC労働者（介護労働者）の密度を想定して、さらには、ケアの場所（例：施設・地域ベ

ース・インフォーマルケアの混合）など、他の関連する要因を前提として、LTCに従事する労働者の需要

を予測します。供給側の要因としては、労働年齢人口の規模、失業率、移民の受け入れ、労働力の参入率

と離職率、賃金などがあげられます。シミュレーターは、LTC労働者の需要と供給のギャップ、LTC労働

力に関連するコスト、需要と供給のギャップを埋めるための関連コスト（賃金条件など）、また、介護職

に必要とされる労働年齢人口の規模などについて、推定値を生成します。方法論的アプローチにあたって

は、既存の医療従事者のモデルと手法や医療・介護の労働供給の決定要因に関する文献のレビュー、なら

びに、政策立案者や医療・介護労働力に関する専門家との協議を通して情報の集積を行います。 

 

WHO欧州保健制度政策観測所およびWHO欧州地域事務局（EURO）とともに継続中の共同事業（WHO

欧州保健制度政策観測所および EURO、2021～23年）では、「継続的なケア制度への投資に関する検証」

と題した書籍に研究成果をまとめました（ケンブリッジ大学出版局より 2023年 11月に出版、11月 3日に

神戸にて出版発表）。本事業では、継続的なケア（LTC）の構成要素および政策のオプションをとりまと

め、書籍に編集して体系的に提示することを目指し、あらゆる所得レベルの国々の経済・社会全体にとっ

て、質の高い LTCへ投資することの利点を実証しました。本研究では委託研究を実施して、あらゆる所得

レベルの国々が、人口高齢化にともない、保健医療サービスの提供形態を高齢者のニーズと需要にどのよ

うに適応させようとしているかについて、特に持続可能な LTC制度の構築を通した考察を行いました。 

 

これと関連した新規研究プロジェクトが、人口高齢化を踏まえた持続可能な資金調達（WHO保健制度ガ

バナンス・資金供給部門、WHO高齢化部門、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス、京都大学、カ

ナダ・ダルハウジー大学、国立長寿医療研究センター、ハーバード大学およびポルトガル・リスボン経済

経営学院、2021～23年）です。これは、WHO本部の 3つの専門部門が学術機関とともに共同で取り組ん

できたグローバルな研究事業で、LTCに関して、ジェンダーの観点の考察、公的な資金調達策、イノベー

ションに関する迅速レビュー、日本における世代間移転と財政的安定性などに関する 5件のバックグラウ

ンドペーパーが作成されました。本研究は、2023年末に更新・出版予定の「WHO Financing Brief for Long-

Term care（非公式訳：継続的なケアに関するWHO資金調達概要）」に盛り込まれます。 

 

2018年に始動した経済協力開発機構（OECD）との共同研究は、3段階のフェーズで展開しています。フ

ェーズ１では、WKCは OECDと連携し、各国が UHCおよび経済的保護の推進にあたり価格設定を政策手

段として制度化するため、保健医療サービスの価格設定と投資をどのように行っているかを調べ、研究結

果の要約と日本を含む 9件の事例研究を盛り込んだ書籍を出版しました：保健医療における価格設定と価

格規制：ユニバーサル・ヘルス・カバレッジを推進するための教訓（OECD、WPRO、および EURO・
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WPRO地域内の大学、2018～21年）。本書の研究結果を用いて、WKCはWHO保健制度ガバナンス・資

金供給部門と協力し、WHO保健医療財政ポリシー・ブリーフシリーズの中で、価格設定・規制に関する

各国向けの概要を発表しました。フェーズ 2では、高齢者の継続的なケアにおける資金調達および価格設

定に研究対象を拡大しました：高齢者の継続的なケアにおける価格設定（OECD、および EURO・WPRO

地域内の大学、2020～21年）。この研究からも、9件の事例研究が実施され、そこから得られた教訓の要

約が発表されました。さらに研究の成果を一般に広めるため、「継続的なケアに関するWKC政策シリー

ズ」を立ち上げ、その中で、事例研究ごとに読みやすい要約と主導研究者のビデオインタビューをセット

にした政策概要を 9本作成しました。さらに、学術誌  Health Services Impactの特集にて、保健医療と継続

的なケアにおける価格設定に関する論文 5 本が発表されました。 

 

2021年に開始されたフェーズ 3、慢性疾患に対する質の高い保健医療サービスを強化するための購入手段

（OECD、WHO保健制度ガバナンス・資金供給部門、2021～23年）に関する研究では、非感染性疾患

（NCD）に対する介入と慢性期ケアの質を向上させるための医療事業の購入および報酬の仕組みに焦点が

当てられ、8 つの国の事例研究と、エビデンスレビューに基づく 3件のバックグラウンドペーパーが作成

されました。これらは、2023 年 10 月に WKC と OECD が共同で出版した「慢性期医療に対する質の高い

保健医療サービスのための購入手段」に関するサマリーレポートに盛り込まれています。医療サービスの

購入手段と報酬の取り決めの活用に関して得られたエビデンスや教訓をまとめたこの書籍は、低・中所得

国の慢性期医療の質の向上に有用です。本研究成果の普及促進に向け、付随する政策概要シリーズも出版

されました。 
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人口高齢化を踏まえた 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの指標と測定 
 

 

背景 

 

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）は 2030年の達成を目指す国連持続可能な開発目標（SDGs）の一目標です。

UHCに取り組む各国は、全ての人が必要とする質の高い医療サービスの提供を目指すとともに、こうしたサービスへの

アクセスが過度の経済的負担につながらないようにしなければなりません。現在、世界保健機関（WHO）と世界銀行が

共同開発したフレームワークが UHCの測定とグローバル・モニタリングの基準となっています。こうしたグローバルな

UHCモニタリングの枠組みはたしかに重要な参照基準ではあるものの、具体的指標は各国の状況に基づき調整され、

変化する環境に合わせられるべきです。人口高齢化に伴う保健ニーズの変化により、各国は自国の保健システムの課

題に合わせて UHCの測定とモニタリング・システムを調整しています。このため、WHO神戸センター（WKC）は UHC

モニタリングが研究や実践の場において現在どのように行われているか、また人口高齢化から生じるニーズに各国の保

健システムがどう対応しているかを評価する方法を研究しています。 

 

WKCのねらいは、UHCの測定とモニタリングの現状、および、各国の保健システムがどの程度、高齢者の健康権利に

対応しているかを理解することです。高齢者の健康権利には、保健サービスのカバレッジ、公的制度による経済的保

護、公平性、ケアの質も含まれます。また、高齢化の進行という状況の中で UHCを推進するため、WKCは測定・モニタ

リング用ツールの開発や改善に向けた研究、エビデンスから実践へのナレッジ・トランスレーション（知見の活用）を促進

する研究も支援しています。  

 

主要研究分野（2022～2025年） 
 

1. 高齢者向けの保健サービス、経済的保護、ケアの質と公平性の測定に関する現行の研究状況の分析 

2. 人口高齢化の状況において各国が UHCモニタリングを実施するための指標と評価ツールの開発支援 

 

進捗報告（2022～2023年） 
 

2022～2023年に終了した研究の成果 

 

2022年、BMC/Springerの学術誌 Health Research Policy and Systemsに、高齢化に対応する保健医療制度をテー

マとしたWKC編纂の特別号が発表されました。指標と測定の分野において先ごろ研究が完了したプロジェク

トのうち、次の 2件の研究結果が盛り込まれました：ベトナムの高齢者に対する経済的保護に関する評価（ベ

トナム保健戦略政策研究所、2019～2021年）、ミャンマーとマレーシアの高齢者向けに改良と検証を加えた

健康モニタリングツール（マレーシア国民大学、新潟大学、国立国際医療研究センター、東京大学、千葉大

学、2018～20年）。 

 

関西地域の医療における高齢者の経済的保護：経済的保護政策・方針の効果的な実施に対する障壁（京都大

学、2021～22）： 本研究は、WKCが取り組む高齢者のヘルスケアに対する経済的保護に関するグローバル・

リサーチアジェンダに関連して、関西地域を基盤に実施した 2件のプロジェクトのうちのひとつです。公文書

のレビューと、関西地域全 6府県の病院、および自治体、社会福祉協議会、地域包括支援センターに勤める社

会福祉専門職を対象とした調査が実施されました。調査の結果から、サービス提供が断片化していること、申

請手続きが複雑であることに加えて、高齢患者の身体的、精神的・認知的な問題、また、家族や社会が抱える
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複合課題などが、経済的保護プログラムの利用にあたっての障壁となっていることがわかりました。研究結果

は、2022年 7月にオンライン開催されたWKC フォーラムで発表されました。このフォーラムには、関西地域

を中心に自治体職員、医療・社会福祉従事者、研究者など 150名余が参加しました。成果については、神戸グ

ループにも共有されました。学術論文は現在準備中です。 

 

関西地域に有意義な日本の高齢者にみる医療支出および未充足のケアニーズがもたらす経済的困窮に関する

家計調査分析（東京都健康長寿医療センター、 慶応義塾大学、甲南大学、国立国際医療研究センター、大阪

大学、2021～23年）：2004 年から 2020 年にかけて実施された日本家計パネル調査のデータ分析によると、総

世帯消費額の 10% （SDG 3.8.1指標）を超える自己負担の医療費の発生率は比較的安定しており、ほとんどが 

8.0% ～ 10.0% の範囲内でした。医療費発生率は、65歳以上の高齢者がいる世帯（10.9%から 22.9%の範囲）の

方が、64歳以下の若年者のみがいる世帯（5.2%から 9.9%の範囲）よりも高い傾向にありました。しかし、同

じ期間中、医療の受診放棄による未充足のケアニーズの自己申告発生率は、高齢者（1.8%～8.6%の範囲）よ

りも若年者（6.2%～15.5%の範囲）で一貫して高い傾向がみられました。この研究では、60歳以上を対象とし

た全国高齢者基礎調査のデータも分析、その結果、日常生活動作の制限があることを報告した人のうち、

15.5% が非公式および公式的なケアやサポートが不足していると報告し、62.5% が介護保険サービスを受ける

資格を認定されていないことがわかりました。地域間の比較では、関西地域では、医療費の自己負担が総世帯

消費額の 10％を超えている割合が他の地域に比べて低い傾向にある一方で、 高齢者に見られる医療の受診放

棄の傾向は他の地域よりも高いことがわかりました。本事業から得られた研究成果は、「保健医療分野におけ

る経済的保護に関するグローバル・モニタリング・レポート 2021」に取り上げられたほか、学術論文の発表

も予定されています。関西地域に関する研究結果については日本語でとりまとめられ、地元保健当局に提供さ

れています。 

 

高齢者の医療・社会的ケアにおける未充足のニーズを定量化するための多国間にわたる横断研究および縦断

研究（インターナショナル・ヘルス・トランジションズ、イタリア国立研究評議会神経科学研究所（CNR-

IN）／縦断的保健・国家間統計モデリングに関するWHO研究協力センター、ヨーテボリ大学、2019～22

年）：本研究では、高齢者におけるヘルスケアおよび社会的ケアの未充足ニーズの発生率について、83ヶ国

を対象とした調査データの二次解析から複数の国の推定値を算出しました。60歳以上の成人の未充足のヘル

スケアニーズは、2％未満の低レベルから 50％を大幅に上回る高レベルまで、推定値には開きがみられまし

た。社会的ケアの未充足ニーズの推定値も、国により 4％未満から 40％超と幅のある結果となりました。研究

結果は、WHOと世界銀行の Tracking Universal Health Coverage: Global Monitoring Report（非公式訳：ユニバー

サル・ヘルス・カバレッジの追跡：グローバル・モニタリング・レポート）2021年版および 2023年版に反映

されています。 ワーキングペーパーならびにテクニカルノートは WKC ウェブサイトで公開中、学術論文につ

いては、1件が 2023 年 9 月に Population Health Metrics に掲載され、もう一件の論文の査読審査が進行中で

す。 

 

本研究の完了後、2023年には、2019年の European Health Interview Survey第 3調査群のデータを用いた追加分

析を実施しました。27か国の 15歳以上の個人の調査サンプル全体からヘルスケアの未充足ニーズを、また、

28 か国の 65 歳以上の個人を対象として社会的ケアの未充足ニーズを、それぞれ解析しました。 その結果、15 

歳以上の 24.4% にヘルスケアのアンメットニーズが確認されてはいるものの、年齢関連性を示唆する明確なパ

ターンは見られないことがわかりました。ほとんどの国に共通して、ヘルスケアの未充足ニーズの要因は、主

に待ち時間、次にコストと交通手段・距離があげられました。65 歳以上における社会的ケアの未充足 ニーズ

の割合は、日常生活動作に関連するニーズが 35.4%、手段的日常生活動作に関連するニーズが 30.8% でした。 

すべての国において、70 歳以上の高齢者グループは、70 歳未満のグループと比較して、社会的ケアの未充足

ニーズの発生率が一貫して高い傾向にありました。詳細なテクニカルレポートならびに研究概要は WKC ウェ

ブサイトで公開予定です。学術論文の発表も準備中です。 
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高齢者の医療・社会的ケアに関するアンメットニーズの評価方法を促進するためのグローバル・リサーチコ

ンソーシアム（オーストラリア・ニューカッスル大学、オーストラリア国立大学、オーストラリア・ニュー

サウスウェールズ大学、スウェーデン・ヨーテボリ大学、イタリア・パドヴァ大学、シンガポール・国際長

寿センター、英国・ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、2022～2023）：このプロジェクトでは、WHOの

全地域から高齢者のケアに関する多様な専門知識を持つ 60名以上の有識者が参加する一連のオンライン協議

を通して、世界中の高齢者を対象に未充足ケアニーズをよりよく把握し対処するための優先課題、ならびに、

主要な方法論的課題の特定に取り組みました。コンソーシアムの大半を構成する学識者に加えて、国家政府の

職員や顧問、NGOの職員も参画しました。主要文書、既存のデータベース、高齢者の未充足ニーズを評価す

るための調査ツールなど、リソースの集積が行われました。プロジェクトの終了にあたり、本事業に参画した

研究者数名により、高齢者の医療・社会的ケアの未充足ニーズに関する追跡研究・評価を促進することを目的

とした世界的なリサーチコンソーシアム（CARETRACK）が結成され、英国・ロンドン大学衛生熱帯医学大学

院がこの新たな組織の運営を主導することになりました。このコンソーシアムについて開設されたウェブサイ

トでは、プロジェクトの全成果物と集積されたリソースにアクセスすることができます。コンソーシアムは、

英国医学研究審議会・研究技術革新機構のパートナーシップ助成に運営資金補助を申請中です。また、カター

ル教育・科学・地域開発財団が主導する世界保健革新サミット 2024に向けた政策文書策定について提案書を

提出しています。WKCは、過去数年間に蓄積してきたアンメットニーズに関する研究成果に基づき、UHC達

成に向けた進捗のより正確な追跡に役立つグローバルデータの充実の重要性に関する学術論文を BMJ誌に発

表しました。共著者は、WKC諮問委員のビロージ・タンチャロエンサティエン氏（タイ国際保健政策計画財

団）、ならびにこの分野におけるWHO神戸センターの研究パートナーであるポール・コワル氏（オーストラ

リア国立大学）、ミサヌール・ラーマン氏（一橋大学・東京財団政策研究所）、岡本翔平氏（WHO本部保健

制度ガバナンス・資金供給部門）です。この論文は、本年 9月に開催された UHCに関する国連総会ハイレベ

ル会合の議論に活用されました。 

 

2023～24年に進行中の研究と期待される成果 

 

2023年から 2024年にかけて、UHCの指標と測定に関する研究は、高齢者の満たされていないケアニーズの評

価に注力しています。 WKCは目下、2025年を目途に、新規WHOテクニカル・プロダクトとして、高齢者の

医療・社会的ケアの満たされていないニーズの測定に関するテクニカルレポートの作成・発表を提案してい

ます。この取り組みは、UHC進捗状況のモニタリングにおいて、医療サービスに対するアンメットニーズを

追加指標として用いるにあたり、その重要性と実行可能性についてWHOの検討を要請する第 76回世界保健

総会決議 76.4に応えるものです。本研究を通して、WHOは、現在進めている健康に関する持続可能な開発目

標の指標、また国連が進めている健康長寿のための 10年間の指標の検討プロセスに貢献し、各国がアンメッ

トニーズをどのように測定できるかについての指針を提供するとともに、アンメットニーズに関する世界的な

データやエビデンスのギャップを埋めることを目指しています。具体的には、WKCはWHO地域事務局や国

際的に活躍する研究者との緊密な連携により、高齢者の満たされていないケアニーズに関するデータの可用

性、ならびに、各地域における満たされていないケアニーズの発生率とその要因に関する情報の更新に取り組

みます。 

 

WKCは、今後とも、高齢者の医療・社会的ケアに関するアンメットニーズの測定とモニタリングのためのグ

ローバル・コンソーシアムの活動に対しテクニカルアドバイザーとしての支援を継続します。また、コンソー

シアムが申請中の英国医学研究審議会・研究技術革新機構のパートナーシップ助成の審査結果に関わらず、

WKC は引き続きコンソーシアムによる外部資金調達をサポートしていきます。世界保健革新サミット 2024へ

の提案が採用された場合には、WKCは、コンソーシアムメンバーおよび関連するWHOの地域事務局と各国

事務所と緊密に連携して、東地中海地域の高齢者におけるアンメットニーズの影響に焦点を当てた政策文書を

作成する予定です。 WKC は、コンソーシアム年次総会の神戸開催に向けても支援を検討しています。 
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地元との連携強化：地域社会への貢献 

 

背景 

 

1995 年、WHO 神戸センター（WKC）は WHO 執行理事会決議と阪神淡路大震災からの復興のシンボルとして神戸

に設立されました。WKC は WHO 本部直轄の研究センターであり、グローバルな任務を担うと同時に、情報発信等を通じて

地元貢献にも取り組んでいます。つまり、国際貢献と地元貢献の二つの役割を持っています。その地元における役割の一

環として、WKC は関西圏に拠点を置く研究機関や地方自治体と連携し、地元とも関連の深いグローバルヘルス課題に対

する連携協力を促進しています。また、地域社会に貢献するべく、WKC の研究やその他の活動に関する成果をより広く普

及できるよう努めています。 

 

目標 

 

人々が暮らし、働く場である地域社会を支えるため、以下の 3 つの目標を掲げ、地域貢献計画を推進しています。 

 

1. 各国から得た教訓を共有し、UHC と SDGs へのコミットメントに基づく目標を共に達成することを目指し、国を越えた協

力を促進する。 

2. WKC の研究活動情報の広報に努める。 

3. 地元ひょうご・神戸で健康の意識向上に努める。 

 

進捗報告（2022年 11 月-2023 年 11月） 

 

目標 1：UHC と SDGsの実現に向けて、国を越えた協力を促進する 

 

WKC では、地域社会と世界をつなぐ活動の一環として、関西圏の研究機関や自治体と協力しながら、UHC と SDGs に

かかわる保健医療の共通課題に取り組んでいます。また、「WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワ

ーク（Health EDRM RN）」を統括する事務局として、関西圏と世界の研究機関の橋渡しにおいても重要な役割を果た

しています。 

 

共同研究： WKC は地元の研究機関と連携して健康に関する共通の課題に共同で取り組んでまいりました。それぞれの

研究テーマにおいて、関西圏に関連する課題を特定し、研究パートナーを探しました。このように、関西圏での経験から習得し

たことは WKC の世界戦略プログラムの一部となっています。また、関西圏の研究者チームと国際的な大学研究者をがつな

ぐ機会の提供にも継続して努めてまいりました。その結果、世界的視点で研究するスタンスを維持しながら、関西圏における

関係の強化と研究ネットワークの拡大が可能になりました。 
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例えば、2022～2023 年には、世界中の研究者とともに研究を行う関西地域の研究者を共同で支援する新プロジェクトを

開始しました。これらのパートナシップには、神戸大学、神戸学院大学、兵庫県立大学、大阪大学、京都大学、兵庫県こ

ころのケアセンター、兵庫県災害医療センターが参加しています。 

 

WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク (Health EDRM RN) 事務局：災害に強い国と地域

社会を作るには、研究活動から知見やエビデンスを得ることが重要になりますが、関連分野の研究や文献はいまだ不十分

な状況です。2018 年の Health EDRM RN の一翼を担った WKC は、事務局として 2019 年からリサーチネットワークの代

表者会議を毎年開催するなど、災害・健康危機管理に関する最新の政策や知見の把握に努めてきました。代表者会議

の結果を受け、現在は「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHOガイダンス」の更新・活用、「災害・健康危機管

理に関する WHO ナレッジハブ」の設立、「災害・健康危機管理に関する WHO グローバル研究指針」の策定という 3 つの

国際協力活動を進めています。 

 

海外からの訪問者および国際会議：多くの国際機関と同様に、WKC においても、コスト削減と参加促進を目的として、

可能な限りオンライン形式またはハイブリッド形式による会議を推進しています。対面のみの会議が少なくなり、リモートによる

会議が増えたことで、海外の専門家と定期的なやり取りができるようになりました。WKC フォーラム以外にも、主なオンライン

会議として、以下のようなものがあります。 

 

• 2022 年 10月 27 日：「第 4 回 WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク代表者会

議」をオンラインで開催。 

• 2023 年 11月 3 日：書籍『継続的なケア制度への投資に関する検証』の出版に際し、欧州保健医療制度政策

観測所の担当者、神戸大学・京都大学・国立長寿医療研究センターの研究者、神戸グループ・自治体の代表者

などの協力関係者を招き、朝の対面会議において出版発表イベントを開催。また、夜にも WKC の事務所にて海

外向けの出版発表イベントを実施し、その様子を海外の協力関係者にオンラインで公開。 

• 2023 年 11月 13～14 日：WHO 本部・防災部局と共同で「第 4 回 WHO 本部 Disaster Risk Management 

and Resilience 担当者年次会議」をハイブリッド形式で、「第 5 回 WHO 災害・健康危機管理に関するグローバ

ルリサーチネットワーク代表者会議」を対面会議で、連日開催。また、これらの国際会議に続くイベントとして、日本

の災害・健康危機管理に関する専門家と海外の参加者を招き、兵庫県立美術館にて WKC フォーラム 2023「災

害・健康危機管理（Health EDRM）2024 年研究戦略：サイロ化の打破と部門横断的アプローチの推進」を開

催。 

 

目標 2：WKC の研究活動情報の広報に努める 

 

WKC フォーラムは、WKC の研究および私たちが暮らす地域社会への貢献を広報し、普及させるための重要な手段です。

WKC は少なくとも年に 3 回、フォーラムを開催するようにしています。その参加者は学術関係者と一般市民です。2022～

2023 年に、8 回のフォーラムを開催しました。  
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• 2022 年 2 月 11 日：毎年恒例の WKC 高校生フォーラムを兵庫県教育委員会との共催、神戸大学の協力によ

り開催― 参加者 200 名 

• 3 月 26 日：WKC フォーラム 2022「コロナ禍における学校と生徒のメンタルヘルス」を開催― 参加者 150 名 

• 6 月 25 日：WKC フォーラム 2022「保健医療制度の根幹を支える医療従事者の役割を再考する」を開催― 

参加者 150 名 

• 7 月 28 日：京都大学との共催により、WKC フォーラム「複合課題をもつ世帯 周縁化された人々への支援にはど

のような制度・対策が必要か？～誰一人取り残さない支援へのチャレンジ～」を開催― 参加者 150 名 

• 9 月 25 日：inochi WAKAZO project（学生団体）との共催により「WKC フォーラム 2022 Our planet, our 

health―私たちが考える地球規模の健康課題―」をWKC サマースクール（9 月 5～24 日）参加の大学生が開

催― 参加者 220 名 

• 2022 年 11 月 19 日：第 37 回日本国際保健医療学会学術大会の公式プログラムの一環として、WKC フォー

ラム「急速な高齢化に対する医療システムの対応：東南アジアと我が国の教訓」をハイブリッド形式で開催― 

参加者 200 名 

• 2023 年 10 月 1 日：WKC サマースクール（9 月 11～22 日）の一環として、学生たちの主導のもと、WKC フォ

ーラム「Build the world we want; A healthy future for all -地球的視野に立ち、健康を捉える-」を開催。 

• 2023 年 11 月 14 日：WKC フォーラム 2023「災害・健康危機管理（Health EDRM）2024 年研究戦略：サ

イロ化の打破と部門横断的アプローチの推進」を開催。 

 

ウェブサイトとソーシャルメディア：2023 年初めに WHOがパンデミックの終息を宣言するなど、世界情勢が変化したことを

受け、WKC は神戸グループと合意のうえ、2022 年末までに新型コロナウイルス感染症 (COVID-19) 関連の情報発信の頻

度と量を徐々に減らしていくことを決定しました。 

 

ただし、WKC のウェブサイトにある COVID-19 特設ページは、引き続き維持されます。この特設ページでは、一般市民向けの

メッセージや解説画像、リスクコミュニケーション資料、WKC の地域貢献活動に関する内容を含め、正確かつ新型コロナ対

策に役立つ情報を公開しており、現在でも日本における信頼できる情報源として多くの閲覧数を獲得しています。 

 

一方、X（旧 Twitter）においては、9500 人以上の膨大なフォロワー数を活かし、研究プログラムや研究パートナーの活動に

関する情報を幅広く発信しています。Xはグローバルな SNS ツールであることから、関西圏を含む国内のみならず、世界各国

からの閲覧も増えています。X と公式ウェブサイトの全体的なトラフィックはいずれも伸びており、COVID-19 以外においても

WKC の活動の周知に役立っていることがわかります。YouTube チャンネルについては、「災害・健康危機管理の研究手法

に関する WHO ガイダンス」など専門的な内容に関する補足情報や動画を配信するため、さらなる時間とリソースを投入しま

した。このほか、日本語話者向けの X 以外の情報発信手段として、英語話者向けの LinkedIn アカウントを新設するなど、

ネットにおける存在感を高める取り組みも進めています。 
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広報関連の継続的取り組み：WKC では、引き続きWHO 本部の広報部門と連携しながら、日本における信頼できる情

報源として、COVID-19 に関する正確な情報の発信に努めています。また、日本国内の各メディアにプレスリリースを自動的

に配信するシステムを体系的に活用することで、国や地方のメディアに向けて最新の情報を提供しています。 

 

各研究プロジェクトの成果を拡散する広報計画：WKC は研究プロジェクト毎に、成果をどのように普及させるかを明確にし

ています。具体的には、従来のジャーナルへの記事掲載、日本語・英語の研究開始時点および終了時点での研究概要、

ウェブサイト上での研究内容の更新、研究者へのインタビュー、特定の研究プロジェクトや研究者についてのツイートや

LinkedIn 記事、動画などが挙げられます。また、重大な発見や注目すべき新規研究プロジェクトがある場合は、プレスリリー

スを配信することで、国や地方の記者クラブと情報共有を図っています。なお、2022～2023 年に WKC のウェブサイトに追

加された記事の数は、日本語・英語ともにそれぞれ 70 件以上でした。 

 

目標 3：地域社会で健康の意識向上に努める 

 

学校での講演：WKC では、小中学生・高校生・大学生を対象に、WHO や WKC の活動に関する講演をリモートと対面

の両方で続けています。2022～2023 年は、地元の学校や大学を中心に 36 回（2022 年：23 回、2023 年：13 回）

のオンライン講演を実施しました。 

 

WKC サマースクール＆WKC 学生フォーラム：2016 年から毎年好評を博している WKC 高校生フォーラムに続き、2022 年

は「WKC サマースクール」を開催。日本国内の高校生・大学生・大学院生を対象に、世界の保健医療の歴史や現在と未

来の課題について、2 週間にわたる研修プログラムを実施しました。プログラムの中では、WKC のスタッフや外部専門家のサ

ポートのもと、学生たちが文献レビューや専門家へのインタビューを行いながら、世界の保健医療に関するさまざまな課題をプ

レゼン資料にまとめました。成果物であるこれらの資料は、「WKC 学生フォーラム」で発表されました。また、イベントの成功に

向けて、WKC では、inochi WAKAZO project を含む地元学生団体との協力も進めてまいりました。 

 

地域の委員会への参加：WKC 職員は、地域の技術委員会や会議への参加を通じて、市民の保健向上に取り組んでい

ます。2022～2023 年に参加した委員会は以下の通りです。 

 

1. 兵庫県新型インフルエンザ等対策有識者会議 

2. 兵庫県受動喫煙防止対策検討委員会 

3. ひょうご・神戸健康危機管理会 

4. 神戸健康・医療戦略会議（オンライン） 

5. 神戸市感染症に対してレジリエントなまちづくりに関する有識者会議 

6. 神戸市ヘルスケア・サービス開発支援事業に関する有識者会議 

7. 神戸市健康創造都市 KOBE 推進会議（オンライン） 

8. 神戸医療産業都市推進機構ヘルスケア戦略委員会（オンライン） 

9. 京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻社会疫学分野外部諮問委員会（オンライン） 

10. 国際防災・人道支援協議会 
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11. 国際復興支援プラットフォーム（IRP）運営委員会 

 

地元および海外イベントへの参加: WKC 職員は、可能な限り地元で開催されるイベントに貢献するよう努めています。ま

た、関西圏以外でのイベントにおいても、研究で得られた知見を広め、COVID-19 に関する情報を普及させる機会として貢

献しています。2022～2023 年に参加したイベントは以下の通りです。 

 

2022 年 

• 1 月 4 日： 神戸商工会議所 新年合同祝賀会 

• 1 月 17 日： 阪神・淡路大震災追悼式典 

• 1 月 26 日： 国際防災・人道支援フォーラム 2022 

• 1 月 28 日： 第 32 回日本疫学会学術総会 

• 3 月 5 日： 第 27 回日本災害医学会総会・学術集会 

• 3 月 26 日： 日本赤十字看護大学附属災害救護研究所 キックオフセミナー 

• 6 月 9 日： 防災国際会議（Dealing with Disasters/DwD 2022） 

• 7 月 13 日： 英国災害研究連盟ウェビナー 

• 7 月 23 日： 吹田青年会議所での講演 

• 9 月 14 日： グリフィス大学気象災害シンポジウムでの講演 

• 9 月 16 日： 国際防災・人道支援協議会（DRA）設立 20 周年記念シンポジウム 

• 10 月 21 日： 東北大学災害科学国際研究所（IRIDeS）設立 10 周年記念行事 

• 10 月 22～23 日：ぼうさいこくたい 2022 における東北大学・神戸大学との共同講演 

• 10 月 26 日： ロンドン大学クイーン・メアリー校での講演 

• 11 月 12 日： 第 22 回日本認知療法・認知行動療法学会（JACT）学術大会 

• 11 月 14 日： 神戸市シルバーカレッジでの講演 

• 12 月 10 日： 第 22 回国際栄養学会議（IUNS-ICN） 

• 12 月 13 日： 国連大学ウェビナーでの講演 

 

2023 年 

• 1 月 1 日： 国連大学 SDGs に関する対談シリーズ 

• 1 月 17 日： 阪神・淡路大震災追悼式典 

• 3 月 9 日： 国際防災・人道支援協議会（DRA）緊急会議 

• 3 月 9～12 日： 第 28 回日本災害医学会総会・学術集会 

• 3 月 15～17 日：第 6 回世界防災研究所連合（GADRI）サミット 

• 8 月 3～4 日：ベトナムの医療価格設定・規制と価格管理を支援するワークショップ（ハノイ） 

• 9 月 7 日： 持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議（日本学術会議主催） 

• 9 月 25 日： Population Health Academic Advisory Panel Singapore（公衆衛生諮問委員会、シンガ

ポール） 

• 9 月 26 日： 高齢者にやさしい都市に関する円卓会議（シンガポール） 
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• 9 月 26 日： 高齢化社会における持続可能な資金調達に関する学術発表（シンガポール） 

• 9 月 26 日： 日本老年学的評価研究機構（JAGES）設立 5 周年記念シンポジウム  

• 10 月 4 日： 日本老年学的評価研究機構（JAGES）プレス発表会 

 

地元におけるコミュニケーションの強化：WKC と神戸グループは定期的なコミュニケーションの強化に取り組んできました。

WKC と神戸グループは 2023 年 7 月、年に一度の事業検討会議を行い、研究の進捗状況、今後の研究計画、地元と

の連携について意見を交わしました。また、WKC と JCC 事務局は定期的に会合を開き、業務の進捗状況をレビューしてき

ました。定例会議では、さまざまな議題の中から、地域貢献活動やコミュニケーションの強化に焦点を当てて検討しています。

さらに、神戸グループは毎年 11 月に開催される WKC 諮問委員会（ACWKC）でも重要な役割を果たしています。 

 

COVID-19 に関する WHO のテクニカルガイダンスと公開情報の翻訳：地方自治体の政策立案者や市民のニーズに応え

るため、WKC は 2020 年以降、COVID-19 に関する重要で正確な情報を提供してまいりました。2023 年初めに WHO が

パンデミックの終息を宣言したことを受け、COVID-19 関連情報の日本語訳は停止していますが、出版済みの資料について

は、引き続き WKC のウェブサイトで公開しています。 

 

今後の計画案（2024 年～2025 年）と現在の活動 

 

目標 1：国際協力を促進する  

 

共同研究：WKC の研究計画で示された全ての研究テーマに関して、関西を拠点とする研究機関と海外の研究者との連

携を強化する取り組みを今後も拡大していきます。現在、15 の地元の学術組織と、直接の共同研究や会議、テクニカルイ

ベント等で連携しています。具体的には、兵庫県立大学、姫路大学、関西福祉大学、兵庫県災害医療センター、兵庫県

こころのケアセンター、神戸大学、神戸市看護大学、神戸学院大学、甲南大学、京都大学、滋賀医科大学、大阪大

学、四天王寺大学、摂南大学、奈良学園大学です。 

 

WHO 災害・健康危機管理に関するグローバルリサーチネットワーク（Health EDRM RN）の事務局：地方、全国、およ

び世界の Health EDRM の専門家との共同研究を促進し、現在の活動を進めていきます。2024～2025 年は、WKC はコ

ンサルタントの協力を得て、Health EDRM のナレッジハブとして引き続きウェブページの拡充を計画しています。ナレッジハブで

は Healrh EDRM RN メンバーや一般市民に共有できる最新の研究とエビデンスのデータベースを提供し、より良いエビデンス

に基づく政策につながる効果的な知識の統合と普及を図ります。また、講義やウェビナーの YouTube 動画やポッドキャスト

などのマルチメディアを活用した情報発信も展開していきます。このほか、「災害・健康危機管理の研究手法に関する WHO

ガイダンス」の普及活動の一環として、WHO 東地中海地域事務局、WHO ヨーロッパ地域事務局と共同で開催した、国

と地域向けの研究を促進するウェビナーの成功を受け、その後続イベントとして、国・自治体、その他パートナー向けの対面ワ

ークショップの準備も進めています。 

 

目標 2：WKCの研究活動情報の広報に努める  

WKC は今後も最低年 3 回の WKC フォーラムを開催する予定です。2024～2025 年の開催予定は次の通りです。 
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• 2024 年第 1 四半期 

o 「高齢者の社会経済的問題に起因するケア利用の未充足ニーズ」 － 関西圏の大学と共同開催

（未定） 

• 2024 年第 3 四半期 

o WKC サマースクール＆WKC 学生フォーラム 

これらに加え、ウェブサイトとソーシャルメディアを利用して広報活動を引き続き強化し、地域社会と世界の両方の読者の多

様なニーズの理解に努めます。その一環として、WKC ならではのアイデンティティを維持しながら、WHO本部で導入済みの

新たなウェブサイトプラットフォームへの移行を進める予定です。また、日本語話者に特化した X の活用、英語話者向けの

LinkedIn におけるフォロワー数のさらなる獲得、YouTube における日本語・英語動画の投稿数増を含め、ソーシャルメディア

の運用内容も継続的に見直してまいります。 

 

各研究プロジェクトの広報計画：WKC は広報の専門家と連携して、各研究プロジェクトそれぞれに適した広報手段を採

用しています。具体的には、プロジェクト開始時と終了時にプロジェクトの概要を作成、ソーシャルメディアやウェブサイトへの研

究結果に関するメッセージの掲載、共同研究者に関するフィーチャー・ストーリーのビデオ・インタビューやソーシャルメディア・クリッ

ピングへの掲載等です。こうした広報計画では、各研究プロジェクトに対して最小限の一連の活動（プロジェクト概要、ニュー

ス記事、ツイート、研究成果の LinkedIn 記事）、さらには特定の業務を強調するために WKC が実施できる選択的要素

（ツイッターストーム・キャンペーン、ウェビナー、メディアへの発信、YouTube ミニシリーズなど）を活用します。2024～2025 年

には、各プロジェクト・サイクルに広報計画を組み入れて、可視化と普及の強化に努めます。 

 

目標 3：地域社会で健康の意識向上に努める 

 

前述リストで示したような、兵庫県並びに神戸市の技術委員会や会議に参加することにより、今後も地域社会との関係を

強化していきます。また、相互理解と支援を確実にするため、今後も神戸グループとのコミュニケーションの向上に努めます。 

 

学校での講演：2024～2025 年も引き続き、地元の小中学校、高等学校、大学からの個別要請に応じて、学校での講

演を続けます。WKC では、時と場合により対面講義を再開することもありますが、ほとんどはウェビナーの形でオンライン講義

を行っていく予定です。 

地域でのコミュニケーションの強化：WKC は定期的に地元との連携強化に関する進捗状況の確認と新しい機会の検討を

行っています。このプロセスを通して、私たちは神戸グループおよび他のステークホルダーと連携して共通の関心分野を特定し

ていきます。こうした話し合いを通して、地元における連携強化活動の拡大を図っていく予定です。 
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